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 R1234yf に対する Lemmon and Akasaka 式[9]から計算

した定圧比熱と実測値との比較:（⊚）Liu et al. [10 ];

（☓, △, ⊞ ）Lukawski et al. [11] 状態方程式は臨界点

近傍の定圧比熱を平均偏差 1.8%で再現している． 

（特集記事「低 GWP 冷媒に対するヘルムホルツ型

状態方程式の開発（赤坂亮）」より） 

冷媒の変遷の概略（特集記事「地球温暖化防止に貢献

できる次世代代替冷媒の探索（東之弘）」より） 
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この矢印のように，逆戻りになっていないか？

冷媒開発の変遷

円筒型音波・マイクロ波共鳴器の概略図[3]（特集記

事「次世代冷媒の音速・密度測定（狩野祐也）」より）

粘度測定の原理（特集記事「次世代冷媒の輸送性質

（仮屋圭史）」より） 

三成分混合冷媒のサイクル計算結果(JIS 冷房標準
2kW)．R32/R1132(E)/R1234yf の組成を変化させ，
対 R32 比で COP（上），体積能力(中)，凝縮器必要
伝熱管⻑（下）を⽰す．灰⾊および⿊⾊のシェード
はそれぞれ，自己分解反応のリスクおよび GWP が
150 以上となる組成範囲を⽰す．（特集記事「次世代

冷媒の音速・密度測定低 GWP 冷媒のサイクル性能（福

田翔，近藤智恵子）」より） 

https://www.htsj.or.jp/journals/2435.html 
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近年特に顕著になってきた地球温暖化緩和のた

め，温室効果ガスの排出・利用規制の強化が世界的

に進められています．このような規制に対して，冷

凍・空調分野においては，現在広く使用されている

HFC 系冷媒に代わる新しい冷媒の探求が進められ

ており，新規冷媒の研究開発が 2010 年頃から行わ

れてきました．冷媒に求められる特性として，温室

効果や冷凍サイクル性能・伝熱性能は言うまでもあ

りませんが，安全に利用するためには，可燃性や毒

性等に関しても重要な議論の対象となります． 
冷媒の法的規制は世界各国・地域で様々であり，

性能面・安全面における技術的課題を解決するため，

新規冷媒の探求は現在に至るまで続いています．最

近では，純冷媒だけでなく複数（2-3 成分）の冷媒

を混合した混合冷媒まで検討の範囲が広がってお

り，研究開発の進展が期待されています． 
日本における新規冷媒の探求に関する取り組み

は，国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総

合研究開発機構（NEDO）がけん引し，その中で，

前述のような様々な観点から新規冷媒の評価・検証

が進められています． 
本特集では，2026 年 1 月号および 4 月号の 2 号

にわたって，新規冷媒に関する NEDO プロジェク

トのこれまでの成果について，プロジェクトメンバ

ーの皆様の取り組みを紹介頂きます．本号は「次世

代冷媒技術」をサブタイトルとして，我が国におけ

る新規冷媒の熱物性の評価状況や研究開発状況に

ついて，NEDO プロジェクトにご参画されている皆

様に記事をご執筆頂きました． 

九州大学 東先生には，これまで利用されてきた

冷媒の歴史的変遷や冷媒に求められる性質を解説

頂くとともに，新規冷媒のスクリーニング手法，結

果および今後の展望についてご紹介頂きます． 
九州産業大学 赤坂先生には，冷媒を利用する上

で不可欠な状態方程式（ヘルムホルツ型状態方程式）

の詳細について解説頂くとともに，新規冷媒に対応

する最新の状態方程式の開発手法および成果，今後

の展望についてご紹介頂きます． 
長崎大学 近藤先生，九州産業大学 福田先生に

は，熱物性と冷凍サイクル性能の関連性や，冷媒の

安全性に関する最新の評価基準および手法につい

て解説頂くとともに，純物質，混合物の冷凍サイク

ルの性能評価手法および成果についてご紹介頂き

ます． 
産業技術総合研究所 狩野様には，冷媒の熱力学

性質のなかでも重要な密度，音速に関する最新の測

定手法について解説頂くとともに，その成果につい

てご紹介頂きます． 
本稿筆者の佐賀大学のグループでは，新規冷媒の

輸送性質（熱伝導率・粘度）の測定や手法，予測計

算モデルの検討を行っております．その成果の一部

を本特集にてご紹介いたします． 
最後に，本特集へ記事をご提供頂きました 5 名の

先生方に心より感謝申し上げますとともに，読者の

皆様にとって有益な特集となることをお祈り申し

上げます． 
 

 

特集「省エネ化・低温室効果を達成できる技術及び評価手法の開発」にあたって 
Preface to “Development of Technologies and Evaluation Methods Capable of Achieving Energy Efficiency 

and Low Greenhouse Gas Emissions” 

仮屋 圭史（佐賀大学） 
Keishi KARIYA (Saga University) 

e-mail: kariya@cc.saga-u.ac.jp 
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１．はじめに 

この原稿を書いている 2025 年の福岡は，10 月中

旬になっても気温が 30 ℃を超えた日が複数日あ

り， 11 月が近づいてようやく秋になったような感

がある．気象庁のホームページ [1] によると，今年

の日本の 6 月から 8 月の夏の気温は， 1991 年から

2020 年の 30 年間の平均を基準とした平年と比べる

と，+2.36℃高かったという分析がされていた．世界

的な温度上昇の基準値ともいえる+1.5℃上昇をは

るかに超えている数値であることに改めて驚かさ

れている．気温そのものの絶対値も，人間の体温よ

り高くなったことが日常的で，珍しくなくなってし

まった．この原因として，世間全般では地球温暖化

の影響と考えられており，将来を見据えて，地球温

暖化防止対策を今まで以上に急いで対処する必要

性が強くなっている．我々研究者や技術者は，それ

ぞれの立場で，地球温暖化対策に何らかの貢献がで

きないかと知恵を絞らざるをえない． 
大学生の時から 45 年間，冷媒熱物性を研究テー

マしてきた筆者は，エアコンや冷蔵庫，ヒートポン

プで使用されている冷媒に関して，性能向上の視点

からだけでなく，地球環境問題の視点からも世の中

に貢献ができないものかと日々考えてきた．今回の

特集では，次世代冷媒開発という共通のキーワード

のもとで，地球温暖化対策に対して一緒に取り組ん

でいる国内の研究者とともに， 現在進行している

NEDO Project について執筆させていただく機会を

いただいた．筆者の担当箇所では，地球温暖化への

影響が少なく，安全で性能の良い次世代代替冷媒探

索の現状について報告したい．  
 

２．冷媒の変遷 

20 世紀前半，温度を下げる（冷却する）道具とし

て冷凍機が開発された時に用いられていた冷媒は，

図１にまとめたように，アンモニア・二酸化炭素・

エチルエーテル・プロパン・二酸化硫黄などの自然

冷媒であったと言われている．雪氷を利用して物を

冷やしていた当時とすれば，機械で人工的に，いつ

でもどこででも冷却できる冷凍機の発明は画期的

で，食品分野や運輸分野，そして冷凍空調分野での

技術革新に大きく貢献したはずである．そして，こ

れら冷却技術の発展において重要な位置を占めて

いるのが，熱を実際に移動させる媒体である冷媒で

ある．しかしながら，当時の冷媒は毒性や燃焼性，

そして安全性などの面で欠点もあり，使い勝手が良

い物質とは言えなかったようである． 

 
図 1 冷媒の変遷の概略 

 
この不都合を解消すべく，特に安全面を重要視し

た新しい冷媒として，塩素原子とフッ素原子と炭素

原 子 か ら な る ハ ロ ゲ ン 化 炭 化 水 素 の CFC
（Chlorofluorocarbon）冷媒や，CFC 冷媒に水素原子

が加わった HCFC（Hydrochlorofluorocarbon）冷媒が
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冷媒開発の変遷

地球温暖化防止に貢献できる次世代代替冷媒の探索 
Search for Next-Generation Refrigerants Contributing to  

Global Warming Prevention 

東 之弘（九州大学 I2CNER） 
Yukihiro HIGASHI (I2CNER, Kyushu University) 

e-mail: higashi@i2cner.kyushu-u.ac.jp 
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冷媒や HCFC 冷媒の構成原子の 1 つである塩素原

子がオゾン層破壊の主たる要因と考えられ，CFC 冷

媒や HCFC 冷媒などの通称「特定フロン」が，モン

トリオール議定書により世界中での全廃が決定さ

れる．画期的な発明品であった冷媒が，一気に悪者

の化学物質に変わった瞬間である． 
とは言うものの，温度を下げる技術の核となる冷

媒の存在は貴重なために，「特定フロン」に代わる

物質の開発が急務となり，塩素原子を含まないHFC
（Hydrofluorocarbon）冷媒が「代替フロン」として新

たに注目されていく．たとえば CFC 冷媒 R-12 の代

替品として HFC 冷媒 R-134a が開発され，さらに

HCFC冷媒R-22の代替品としてHFC冷媒R-32や，

R-32 と R-125 の擬共沸混合冷媒である R-410A が

採用されるようになる．  
 初期に使用されてきた「自然冷媒」から「特定フ

ロン」への冷媒転換を第 1 次冷媒転換とすれば，

「特定フロン」から「代替フロン」への転換が第２

次冷媒転換とも言える．この CFC 冷媒, HCFC 冷媒

から HFC 冷媒への第 2 次冷媒転換により，モント

リオール議定書の国際的な取り組みが成果を上げ

て，オゾン層破壊問題は一件落着したように世間で

騒がれなくなってしまったが，それは単に 1990 年
代に入った頃から，地球温暖化問題がさらに強大な

地球環境問題として登場したからに過ぎない．そし

て新たに「代替フロン」から「低 GWP 冷媒」への

第 3 次冷媒転換の時代が始まることになる．ここ

で， GWP とは地球温暖化係数（Global Warming 
Potential）のことで，この値が大きい物質ほど，地

球温暖化に及ぼす影響が大きく，世界中で GWP を
より低くする方向での冷媒への転換が行われてい

く．この第 3 次冷媒転換において新たに登場するの

が，炭素の二重結合を有する，エチレンやプロピレ

ン の 分 類 に 属 す る オ レ フ ィ ン 系 冷 媒 HFO
（Hydrofluoroolefin）冷媒である． 

R-1234yf や R-1234ze(E) を代表とする HFO 冷

媒は，大気寿命が短いという特徴を逆に利用してい

るので，大半のHFO冷媒のGWPは10以下であり，

HFC 冷媒に比べてはるかに小さい値を持つ．現状

の HFC 冷媒を HFO 冷媒に入れ替えるだけで，冷凍

機や空調機器が地球温暖化に及ぼす影響を食い止

める効果が期待できることになる．しかし実際には

簡単な話ではなく，HFO 冷媒の中には毒性を含む

安全性や燃焼性，安定性に課題が残る物質も多く，

CFC 冷媒や HCFC 冷媒のように無毒不燃で使いや

すい物質とは言い切れない冷媒が多い．そのために，

従来のように熱力学的解析による性能評価で冷媒

を選択するだけでは不十分で，安全性や環境適合性

までも考慮した冷媒探索をしなければならなくな

ってしまった．  
なお，地球温暖化防止に貢献できる次世代低

GWP 冷媒として，自然界に存在する自然冷媒を利

用するアイデアがある．人工物ではなく，元々自然

界にあるものなので安全であるとの考えであり，

「自然」というネーミングが環境に良いイメージを

もたらしている．しかし，二酸化炭素は高圧特性に

課題があり，プロパンなどの炭化水素は燃焼性に問

題がある．アンモニアでは毒性を有するなど，自然

物ならば大丈夫というほど簡単な選択ではない．低

GWP かつ環境面で優れている物質だからとはいえ，

HFO 冷媒にも自然冷媒にも欠点は未だ残っており，

最終結果となる代替冷媒は探し当てられてない．結

局現時点では，利用する分野ごとに，HFO 冷媒と自

然冷媒を適材適所で使い分けていくという考え方

が落とし所になっているようで，冷媒選択において，

経済的重視と環境重視が相反する特性を持ってい

ることが，現実では大きな障壁となっている．  
 

３．次世代代替冷媒のスクリーニング 

 次世代冷媒探索の取り組みは，まず広い物質群か

ら複数の候補冷媒を絞り込むことから始まる．この

絞り込み作業を「スクリーニング」と呼んでいるが，

この時，スクリーニングの条件の選定を適切に行う

ことが重要となる．  
 家庭用および自動車用のエアコンや冷蔵庫など

で用いられる冷凍サイクルの冷媒は，蒸発・凝縮の

相変化を利用して熱を動かす媒体なので，流体（液

体と気体）であることだけでなく，利用する機器そ

れぞれに対して，適切な温度帯で相変化できること

が必要条件となる．冷媒といっても種類は多く，マ

イナス 100℃くらいの極低温を作り出す医療用・冷

凍装置用冷媒もあれば，冷蔵庫やエアコンのように

室温付近前後で扱う冷媒もある．さらに，省エネル

ギーの視点から注目されてきた中・高温排熱を利用

するヒートポンプの作動媒体として利用する冷媒

まで，それぞれの温度域に適した冷媒が必要となる．

何にでも使える冷媒は存在しないのである．さらに

現在使用されている冷媒のほとんどは高GWP冷媒
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に属するので，大半の冷媒を低 GWP 冷媒に置き換

える必要がある．この時の初期スクリーニングに使

われるのが熱物性値情報であり，特に全体的な冷媒

の使用温度域を表現する臨界点と標準沸点が重要

となる．  

次に今回探索する冷媒では安全性が鍵になって

いる．筆者の学生時代，オゾン層破壊が話題となる

前は，冷媒選択といえば，性能を向上させるために

行う作業であった．しかし，オゾン層破壊問題の出

現から冷媒選択の状況は一変した．エアコンも冷凍

機も生活に必要不可欠な機器になったので，不燃・

無毒で地球環境にも影響を及ぼさない物質である

ことが最重要視されている．さらに，家電製品を想

定して考えれば，工場生産で必要とされる冷媒量が，

適切な価格で供給される必要がある．加えて，前述

したように製品の開発・設計において熱物性値情報

も重要となり，最終的には法規制が関わってくるの

で，国際標準規格に基づいて認証された冷媒である

ことが必要である．  

このようなすべての事情を加味した上で，本稿で

は冷媒の第１次スクリーニングの推奨する結果と

して，McLinden ら [2]が報告した結果を表１に引用

する．彼らは NIST（米国国立標準技術研究所）の

熱物性を扱うグループのメンバーであり，冷媒熱物

性の測定および評価の両面で，長い歴史と豊富な知

見を有し，さらに，冷媒熱物性データベースの国際

標準と考えられている REFPROP[3] を管理運営し

ている．日本の研究者とも冷媒物性情報交換を長年

行なっており，刊行論文の基盤データベースと直接

連携した，高精度で信頼できる熱物性情報データを

世界中から集める体制も構築している．現在の 
NEDO Project とも密接に関わっており，表 1 の結

果は，冷媒絞り込みの第一段階としては最も信頼で

きると筆者は考えている． 
そして，表 1 の 29 種類の物質をもとに，日本国

内の冷媒物性研究者の蓄積した熱物性実測情報と

経験を加味し，NEDO Project 冷媒グループで独自に

行い，以下の 13 種類を第 2 次スクリーニング空調

用低 GWP 候補冷媒として絞り込んだ．  
(1) HFO 系冷媒 (HFOs): R-1132a,HFO-1123, 

  R-1132(E), R-1234yf, R-1234ze(E), 
R-1243zf 

(2) HFC 系冷媒 (HFCs): R-32, R-152a 
(3) 炭化水素 (HCs): R-290, R-1270, R-E170 

(4) その他： R-13I1(CF3I), R-744(CO2) 
なお，安全性，経済性，性能面，さらには地球環境

問題対策まで考慮して，単一物質で使える次世代冷

媒候補はなくなっていると考えているので，現状で

は混合冷媒を対象とせざるを得ない．したがって，

前述した 13 冷媒はすべて混合冷媒の成分冷媒とし

て検討していくことになる． 
 

表１ McLinden ら[2]による冷媒絞り込みの結果  
（原文より引用） 

 

 
４．空調機器用代替冷媒の選択 

 現在進行中の NEDO Project で主となるターゲッ

トは，世界中でさらに需要が増えていくことが予想

されるルームエアコン用の代替冷媒である．この分

野の冷媒としては，現状 R-32 や R-410A が広く利

用されており，特に R-32 は単一冷媒なので混合冷

媒よりも使い勝手がよく，熱力学的性能評価におい
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ても，伝熱特性評価においても他の冷媒より優位性

が証明されている．ただ残念ながら，IPCC AR4 基

準の GWP 値[4]が R-32 は 675, R-410A は 2088 と高

い数値であり，地球温暖化対策の点から，より低い

GWP の冷媒が必要となっている．  
代替冷媒探索における一つの考えとして，同じ温

度において飽和蒸気圧がほぼ同じ冷媒であれば，機

器の耐圧設計で大幅な設計は生じないと考えられ

る．加えて材料や冷凍機油の相性がよければ，ドロ

ップイン冷媒として，現状の機器にそのまま冷媒転

換するだけで使用できることも期待できる．図 2 に

は筆者らが実測した冷媒の飽和蒸気圧曲線を P-T
線図上にまとめた．図中のシンボルでプロットした

ものは筆者らの研究室で現在までに新たに追加測

定した実測値であり，実線は，REFPROP 10.0 で計

算できる代表的な冷媒の飽和蒸気圧曲線を追加し

たものになる．この図より R-32 の飽和蒸気圧曲

線に近い熱物性を有する単一冷媒を探すと R-
1132(E)と HFO-1123 が対象となる．実はこの 2 種類

の冷媒は過去の NEDO Project で開発された国産冷

媒であり，代表的な熱物性情報はすでに筆者ら[5-8]
が公開している（表 2）．ただし，この 2 つの HFO 
冷媒は，GWP 値は低く，熱力学的性質としては条

件をクリアしているが，燃焼性や自己分解反応の点

で単一冷媒として利用できる可能性が低いことが

判明し，現時点ではこの 2 つの冷媒に第 2，第 3 の

成分冷媒を混合した混合冷媒としての使用が検討

されている． 
 

 

図 2 代表的な冷媒の飽和蒸気圧曲線 

 

 
 

表 2 HFO-1123 と R-1132(E)の代表的な熱物性値 

 
 

表 3 R-1132(E)混合冷媒の代表的な熱物性値 

 
 

５．R-1132(E)混合冷媒の可能性 

2025 年 10 月の時点で，NEDO Project 冷媒評価グ

ループとしては，2 成分系混合冷媒 R-1132(E)+ R-
1234yf を GWP 10 以下を目指す第 1 候補冷媒とし

て考えている．HFO-1123に関しては，未だASHRAE
の R 番号の取得ができておらず，キガリ改正のタ

イムスケジュールを考え，不確定な要素が残ってい

る．また， R-1132(E)に対する第 2 成分で選ぶ冷媒

としては，HFO 冷媒のなかでも早い時期に市場へ

の投入が進んだ R-1234yf を選択した．さらに R-
1132(E)+R-1234yf の 2 成分系混合冷媒は，すでに 2
種 類 の 混 合 冷 媒 ， R-474A (23mass%R-
1132(E)+77mass%R-1234yf)と R-474B (31.5 mass%R-
1132(E)+68.5mass%R-1234yf)が ASHRAE の R 番号

を取得済みであることも候補選択理由になってい

る．表 3 には R-474A と R-474B の代表的な熱物性

値と，R-474 系に R-32 を加えた 3 成分系混合冷媒 
R-479A および R-479B の基礎熱物性情報もまとめ

ておいた．なお，表 3 の熱物性値情報の計算の一部

では，NEDO Project 冷媒評価グループで作成した

最新の REFPROP 10.0 用混合パラメータ（非公開）

を使って計算した値を掲載している．R-479 系の 3
成分系混合冷媒に関しては R-32 が含まれるために 
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GWP の値が 10 以下の条件を満たすことは難し

い．しかし，R-32 が含まれることで R474 系より

も性能が向上することを期待しており，温度グライ

ドも R-474 系に比べて小さくできると考えられる．

混合冷媒を検討する場合に，単一冷媒では存在しな

い温度グライドが，熱交換器の伝熱性能を低下させ

ることは以前から問題視されていたので，経済的効

果まで考えれば，この点はメリットになるはずであ

る．将来的には，環境面と経済面の両立を考えた次

世代冷媒を今まで以上に検討する必要が生じると

思われる．GWP の最適値はどのくらいの数字にな

るのかという点も今後議論されていくべきであろ

う． 
 

６．R-1132(E)＋R-1234yf の熱物性測定結果 

現時点までに本研究室で測定した  R-1132(E)+  
R-1234yf 混合冷媒に関する最新の熱物性情報の成

果を一部紹介する．  
 

6.1 PvT 性質 

PvT 性質とは，圧力と比容積（逆数が密度）と温

度の 3 次元の関係を表す熱物性で，熱力学状態曲面

の最も基本となるデータになる．元来，状態式とは

PvT 性質の関係を表現する式であり，最もシンプル

なものが理想気体の状態式である．この 3 つの熱物

性を絶対測定することが我々の実験の目的であり，

状態式作成のために基礎データを取得することに

他ならない．今回測定した R-474A (23mass% R-
1132(E)+77mass%R-1234yf)の PvT 性質の測定結果

を一例として図 3 に示した．ここで，図中○印のプ

ロットが，測定した 5 種類の等密度線に沿って得ら

れた実測値であり，実線は，NEDO Project 冷媒評

価グループ内で使用している R-1132(E) +R-1234yf
の REFPROP 10.0 用混合モデル（暫定版）を用いた

＋印の計算値を結ぶように描かれた結果を示して

いる．さらに，この図中には，2 つの成分冷媒，R-
1132(E)と R-1234yf の飽和蒸気圧曲線と，筆者が実

測値に基づいて作成した臨界軌跡の相関式からの

計算結果も示している．この図より，暫定版ではあ

るが，作成した混合モデルで R-474A 混合冷媒の

PvT 性質を精度よく再現していることがわかる．そ

して本混合系に関しては，他に 3 種類の組成でも同

様の測定を終了しており，全組成領域での計算が可

能な混合モデルの作成も順調に進んでいる． 

 
図 3 R-474A (23mass%R-1132(E) + 77mass%   

R-1234yf)の PvT 性質測定結果． 
○印は実測値．＋印は計算値．  

 

 
図 4 R-1132(E)＋R-1234yf ２成分系混合冷媒の 

気液平衡性質測定結果 
 
6.2 気液平衡性質 

 混合冷媒において気液平衡性質の計算は重要で

ある．気相と液相が共存する 2 相共存状態では，気

相と液相で，温度と圧力は共に等しいが，両相での
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密度と組成は異なる．この組成の違いを計算するた

めの基礎情報が気液平衡性質である．本研究室にお

ける気液平衡測定では，まず温度を安定にさせたの

ち，圧力を測定し，同時に気相と液相からそれぞれ

ごく少量の試料をサンプリングしてガスクロマト

グラフにかけて組成測定を行う．そして組成測定終

了後，新たな測定温度を設定した後，前述同様の測

定を繰り返して行う．本混合冷媒では，4 種類の組

成で気液平衡セルへの初期充填を行い，マイナス

10 ℃から 50 ℃まで，10 K 刻みで測定を行い，代

表的な 3 次状態方程式の PR 式に関する混合パラ

メータ kij を決定して，気液平衡の関係を明らかに

していった．図 4 からもわかるように，本混合冷媒

は，理想混合に近い非共沸混合冷媒であることがわ

かり，混合パラメータ kij も 0.028 と，ほぼゼロに

近い値で計算が可能であった．さらに REFPROP 
10.0 で用いるヘルムホルツ型状態式からの計算結

果とも比較し，精度よく計算できることを確認して

いる． 
  なお，PvT 性質と気液平衡性質以外に，本研究室

では混合冷媒の気液共存曲線（純冷媒の飽和密度に

相当），混合冷媒の臨界点，そして臨界点の組成依

存性を表す臨界軌跡の決定および相関式の作成も

行なったことを追記しておく． 
 

７．おわりに 

最後に，熱物性値の信頼性とその取り扱い上の注

意として一言述べさせていただきたい．現場で広く

利用されている冷媒熱物性計算ソフトウエアの

REFPROP は，混合冷媒のさまざまな熱物性計算が

可能であり，純物質だけでなく，混合物の計算まで

も簡単にできる非常に優れた計算ツールである．し

かし，いくら優れたツールでも，使い方を間違えれ

ば，誤った製品設計を行う数値を導くことになる． 
REFPROP で混合冷媒の熱物性計算を行うために

は，純成分物質の高精度な状態式と，混合冷媒用の

混合パラメータが必要である． 前者の REFPROP 
で利用できる純成分物質の状態式については，ほと

んどがジャーナル誌でピアレビューが行われた，実

測値に基づいて作成された状態式である．したがっ

て信頼性は非常に高いと考えられる．しかし混合モ

デルに関しては，高精度の実測値が限られているの

で，混合パラメータ自体に推算値を利用している場

合も少なくない．また，いくつかの混合系では，よ

く似た組み合わせの混合系の混合パラメータを代

用している場合もある．実測値に基づいていない混

合モデルは，あくまで推算値に過ぎず，正確な熱物

性計算ができない可能性がある．このように，冷媒

熱物性計算に関しては，純冷媒の状態方程式が高精

度で計算できる状態式であるのかという点と，計算

したい混合系の混合モデルの混合パラメータが実

測値に基づいて決定されたパラメータなのかとい

う２点は，必ず計算前に確認してもらいたい．そし

て推算値しか使えないとわかった場合は，その状況

を認識した上で，設計や性能解析に利用してもらい

たい． REFPROP といえども神様ではないことは，

認識しておく必要がある． 
なお，本成果は国立研究開発法人新エネルギー・

産業技術総合開発機構（NEDO）の委託業務

（JPNP23001）の結果得られたものである． 
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１．はじめに 

冷凍空調分野では地球温暖化係数（GWP）が小さ

い新規冷媒（低 GWP 冷媒）への転換が急務となっ

ている．新たな冷媒の実用化には，その精密な熱物

性データと，それらを統一的に表現できる状態方程

式が必要不可欠である．状態方程式が整備されて初

めて，その冷媒を用いたシステムの性能評価や機器

設計が可能になる． 
冷媒をめぐるキガリ改正や F-gas規制等の国際的

な動きと，それに向けた各国の対応等は他稿に譲る

として，本稿では，冷媒の状態方程式の理論的背景

や，これまで筆者が関わってきた各種の低 GWP 冷

媒に対する状態方程式の研究成果について述べる． 
 

２．ヘルムホルツ型状態方程式 

2.1 概要 

蒸気動力サイクルおよび冷凍サイクルのシステ

ム評価や，熱交換器，圧縮機，配管等の構成機器の

設計においては，作動媒体の熱力学的状態量，すな

わち飽和状態量，圧力-体積-温度関係（PVT 関係），

エンタルピー，比熱，音速等をさまざまな独立変数

の組み合わせに対して機械的に計算しなければな

らない．高度に最適化されたシステムを構築するた

めには，作動媒体の状態量を実測値と同程度の不確

かさで計算できるような状態方程式が求められる．

さらに，熱力学的な一貫性や導関数の連続性が保証

されるために，単一の関数で気液両相の状態曲面を

表現できることが望ましい． 
ヘルムホルツ型状態方程式（以下ヘルムホルツ式

と略す）はこのような要求を満たす状態方程式の形

式の一つであり，対応状態原理をその理論の基礎と

している．蒸気工学や冷凍空調工学など，飽和蒸気

圧，密度，比熱等の厳密な値が要求される分野では，

標準的な状態方程式の形式として広く受け入れら

れており，ISO17584（冷媒物性）[1]のような国際規

格や熱物性データベース REFPROP [2]にも採用さ

れている． 
一般に，ヘルムホルツ式は温度𝑇および比体積𝑣

（もしくは密度𝜌）を独立変数とし，ヘルムホルツ自

由エネルギー𝑎を従属変数として次式のように表現

される． 𝑎 = 𝑎ሺ𝑇, 𝑣ሻ ሺ1ሻ 
この関数形は熱力学における 4 種類の基礎方程式

（Fundamental equations）の一つであり，微分演算の

みで単相状態における全ての熱力学的状態量を導

出することができる．この点がヘルムホルツ式の最

大の利点と言える．例えば，圧力𝑝および定容比熱𝑐௩は次式のように表される． 𝑝 = −൬𝜕𝑎𝜕𝑣൰் ሺ2ሻ 
𝑐௩ = −ቆ𝜕ଶ𝑎𝜕𝑇ଶቇ௩ ሺ3ሻ 

ただし，このような一般関係式は各状態量間の関数

関係の存在を示しているにすぎず，具体的な関数形

が与えられない限り数値として状態量を得ること

はできない．熱力学の一般関係式の頂点に位置する

基礎方程式に妥当な関数形を与えることが状態方

程式開発の目的である． 
なお，ヘルムホルツ式を用いる場合であっても，

飽和状態の決定においては，いわゆる Maxwell 
criteria（気液両相の温度，圧力およびギブス自由エ

ネルギーが等しい）を満足するように反復計算が行

われる（飽和状態量は数値的にしか求まらない）． 
2.2 ヘルムホルツ型状態方程式の関数形 

一般的なヘルムホルツ式の形式は式(1)であるが，

実際の状態方程式の開発には次式のように無次元

化された関数形が用いられている．独立変数として

比体積よりも密度の方が好まれる傾向にある． 𝑎ሺ𝑇,𝜌ሻ𝑅𝑇 = 𝛼ሺ𝜏, 𝛿ሻ = 𝛼଴ሺ𝜏, 𝛿ሻ + 𝛼୰ሺ𝜏, 𝛿ሻ ሺ4ሻ 
ここで，𝜏および𝛿はそれぞれ無次元温度および無次

元密度であり，𝛼଴および𝛼୰はそれぞれ無次元ヘル

低 GWP 冷媒に対するヘルムホルツ型状態方程式の開発 
Development of Helmholtz Energy Equations of State for Low-GWP Refrigerants 

赤坂 亮（九州産業大学） 
Ryo AKASAKA (Kyushu Sangyo University) 
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ムホルツ自由エネルギー𝛼の理想気体部分および

残留部分（実在流体と理想気体との差）である． 
一般に，温度および密度の無次元化パラメータに

は臨界温度および臨界密度が用いられる．臨界温度

および臨界密度の値は飽和蒸気圧や密度の再現性

に大きく影響するため，これらの値の選定は状態方

程式の開発において非常に重要である．特に，臨界

密度は正確な測定が難しいため文献値にもばらつ

きが見られる場合があり，最適な値の選定には注意

を要する． 
理想気体部分𝛼଴は個々の分子の並進，回転およ

び振動に起因するヘルムホルツ自由エネルギーを

表しており，次式を用いて理想気体の定圧比熱𝑐௣଴(𝑇)から導出することができる． 𝛼଴(𝜏, 𝛿) = ℎ୰ୣ୤଴ 𝜏𝑅𝑇௖ − 𝑠୰ୣ୤଴𝑅 − 1 + ln 𝛿𝜏଴𝛿଴𝜏 − 𝜏𝑅න 𝑐௣଴𝜏ଶఛ
ఛబ 𝑑𝜏

+ 1𝑅න 𝑐௣଴𝜏ఛ
ఛబ 𝑑𝜏                                  (5) 

理想気体の定圧比熱𝑐௣଴(𝑇)は，量子化学計算から解

析的に求める場合と，実験的に求めた気相音速の補

外値から求める場合がある．また，Joback 法 [3]な
どの簡便な推算法が用いられる場合もある．いずれ

の方法も不確かさが比較的大きいため，これらの方

法で決定した値を暫定値とし，音速や比熱の実測値

が正確に再現されるように最終的に調整される．ℎ୰ୣ୤଴ および𝑠୰ୣ୤଴ はそれぞれ任意の基準状態における

比エンタルピーおよび比エントロピーの値である．

基準状態は用途に応じて決められる．例えば，冷媒

では 273.15 K における飽和液の比エンタルピーお

よび比エントロピーがそれぞれ 200 kJ·kg-1 および

1.0 kJ·kg-1·K-1 となるようにℎ୰ୣ୤଴ および𝑠୰ୣ୤଴ の値が定

められる．このように，ヘルムホルツ式には基準状

態における情報も含めることができる． 
残留部分は分子間力に起因するヘルムホルツ自

由エネルギーを包括的に表現する項である．現時点

では，理論的な根拠に基づいて残留部分を正確に表

現できる方法は確立しておらず，経験的に決められ

た関数形を実測値に合わせて最適化（フィッティン

グ）することにより決定されている．つまり，複雑

な分子間力の結果として外的に観察される飽和状

態量，密度，音速などの巨視的状態量に基づいて関

数形が最適化される．このようなアプローチは，分

子動力学（MD）計算のように分子間ポテンシャル

から相互作用を直接求める微視的手法とは本質的

に異なる． 
残留部分の表現には次式のような関数形が用い

られている． 𝛼௥(𝜏, 𝛿) = ෍𝑛௜𝜏௧೔𝛿ௗ೔ +෍𝑛௜𝜏௧೔𝛿ௗ೔ exp(−𝑔௜𝛿௘೔)+෍𝑛௜𝜏௧೔𝛿ௗ೔ expሾ−𝜂௜(𝛿 − 𝜖௜)ଶ− 𝛽௜(𝜏 − 𝛾௜)ଶሿ                              (6) 
右辺において最初の∑は多項式項（Polynomial terms）
と呼ばれ，気体および高圧液体の状態量を表現する

ために用いられる．また，2 番目の∑は指数項

（Exponential terms）と呼ばれ，高圧気体および液体

一般の状態量を表現するために用いられる．さらに，

3番目の∑はGaussian項（Gaussian bell-shaped terms）
と呼ばれ，臨界点近傍の状態量の急峻な変化を表現

するために用いられる．このような関数形は完全に

経験的なものであり，状態量の挙動に各項が果たす

寄与の理論的な根拠は薄い． 
式(6)における指数や係数は完全に任意という

わけではない．例えば，𝛿の指数𝑑௜は正の整数でな

ければならない．これは，密度が無限小に近づくと

き（すなわち理想気体状態に近づくとき），全ての

ビリアル係数（第 2，第 3，第 4，...）がいずれもゼ

ロにならなければならないという熱力学的拘束条

件による．また，𝜏 の指数𝑡௜は実数が許されるもの

の，負の指数は低温域での状態方程式の挙動を不安

定にさせる要因となるため最近では避けられる傾

向にある． 
  一方，式(6)の各項群を構成する項数は任意であ

るため，かつては高い再現性を求めるために必然的

に項数が多くなる傾向にあった．2000 年以前に開

発された状態方程式には最大で 50 項もの項数を有

していた（例えば [4]）．しかしながら，項数が多く

なると実測値の存在範囲を外れた場合に個々の項

の寄与のバランスが崩れやすくなり，結果として，

安定した外挿性（実測値の範囲を外れた場合の挙動）

を得るのが難しくなる．最近では関数形の最適化が

進み，20 項以下のヘルムホルツ式が一般的となっ

ている． 
  残留部分の関数形の最適においては，飽和状態

量，PVT 関係，比熱，音速，ビリアル係数等さまざ

まな状態量の実測値にフィッティングさせる手法

が採られる（Multi-property Fitting）．ただし，状態量

の種類によって実測値の不確かさは大きく異なる
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ことに注意する必要がある．例えば，気相音速は

0.01%程度の相対不確かさで測定することが可能

であるが，比熱の測定は非平衡下で行われるため

1%程度の不確かさで測定することも難しい．した

がって，フィッティングに用いる各実測値には適切

な重み付けがなされなければならない． 
2.3 熱力学的健全性 

式(6)の関数形はあくまで経験的なものであるか

ら，実測値のみを用いた最適化を行うと，状態曲面

の曲率や外挿性に問題を生じる．そのため，ヘルム

ホルツ式の最適化においては，状態曲面の熱力学的

健全性（熱力学的に正しい挙動が少なくとも定性的

に再現されていること）を担保するための多くの拘

束条件を付加した条件付き最適化が行われる．拘束

条件は，いわゆる“Greater than and less than concepts”
に基づいて評価される．すなわち，状態方程式がそ

の条件を逸脱していれば，逸脱の度合いに応じたペ

ナルティを与える．もし条件を満足していればペナ

ルティはゼロである．このペナルティは実測値と計

算値との偏差と同じように目的関数の残差平方和

に加算される．ここで，拘束条件のペナルティは実

測値の偏差よりも数桁大きくなるように重み付け

しておく．このような操作により，熱力学的健全性

を重視した最適化が行われ，健全性を満たさない実

測値を排除できるとともに，物理的に正しくないデ

ータ点へのオーバーフィッテングを避けることが

できる．  
このような状態方程式の開発手法は，Lemmon 

and Jacobsen [5]によって初めて提唱され，その後有

効な拘束条件の発見が相次いで行われた．現在の状

態方程式開発において制御される挙動の一例を以

下に示す． 
 臨界等温線の勾配と曲率 
 高温・高圧における等温線 
 定容比熱，定圧比熱，音速等の誘導状態量（ヘ

ルムホルツ自由エネルギーの 2 階導関数に関

係） 
 飽和限界線や直径線（飽和液密度と飽和蒸気

密度の平均値） 
 第 2，第 3 および第 4 ビリアル係数 
 理想曲線（ideal curves） 
図 1 に，臨界等温線を含む等温線群を𝑝 − 𝜌線図

上に示す．いずれも後述する R1243zf の状態方程式

[6]から計算したものであり，熱力学的健全性が完

全に満足されている．すなわち，臨界等温線は，𝜌 <𝜌௖において正の勾配および負の曲率を有し，𝜌 = 𝜌௖
において勾配および曲率はいずれもゼロとなり，𝜌 > 𝜌௖において正の勾配および正の曲率とならな

ければならない．また，臨界温度以上の等温線群は

常に正の勾配を有し，互いに交わることなく一本の

線に漸近していかねばならない． 
上記の拘束条件は最も基本的なものであり，逸脱

した場合は極めて大きなペナルティが与えられる．

これ以外にもさまざまな束縛条件を考慮すること

で，少ない実測値情報からでも広い温度・圧力の範

囲で熱力学的に正しく成立する状態方程式を開発

することが可能になった． 

 

 
図 1  R1243zf の状態方程式[6]から計算した𝑝 − 𝜌
線図上における臨界等温線および等温線 
 

さらに，近年の研究によって，多くの拘束条件を

満足する関数形の「雛形」がある程度見出されてき

た．最近ではこのような雛形を出発点として関数形

を最適化する方法が一般化しており，状態方程式の

開発に要する労力は以前よりも少なくなってきて

いる．また，並列計算を行える環境が身近になって

きたことから，最適化アルゴリズムの並列化によっ
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て計算時間の短縮が図られている． 
 
３．ヘルムホルツ型状態方程式の開発状況 

冷媒に対するヘルムホルツ型状態方程式の開発状

況を述べる．本節で取り上げる低 GWP 冷媒の基本

定数を表 1 にまとめて示した．各状態方程式の関数

形，実測値の再現性，外挿性等の詳細は該当文献を

参照されたい． 

冷媒の状態方程式開発において重要となる点は，

炭化水素や他の標準物質（水や希ガスなど）に比べ

て一般に実測値情報が限られているため，少ない実

測値から如何にして広い温度・圧力の範囲で成立す

る式を開発するかということである．そのためには，

前節で述べた熱力学的健全性を担保するための拘

束条件の選択や重み付けがポイントとなる． 

冷媒の熱力学的性質は，臨界温度や標準沸点の違

いはあるものの，対応状態原理の観点から見れば似

通っており，先に述べた状態方程式の「雛形」を適

切に選ぶことで実用上十分な再現性を有する式を

比較的短時間で得ることができる．ただし，最適化

の入力値となる実測値群に熱力学的な整合性が欠

けている場合はその限りではない． 

3.1 R1234yf 

R1234yf（2,3,3,3-テトラフルオロプロペン）は最

も早い段階で実用化された低GWP冷媒の一つであ

り，他の冷媒に比べて多くの熱物性情報が公開され

ている．現在は，カーエアコン用冷媒として普及し

ており，また多くの低 GWP 混合冷媒の構成成分と

しても用いられている． 
この冷媒の実用化黎明期には，Akasaka 式[7]や

Richter 式[8]が開発された．その後，状態方程式の

最適化手法の進化と実測値情報の拡充によって，よ

り高い信頼性を有する Lemmon and Akasaka 式[9]が

開発された．この状態方程式の関数形は，その後に

開発された状態方程式の雛形として用いられてい

る．また，この状態方程式は，2022 年に改定された 
ISO 17584（冷媒物性）[1]に採択され国際標準式と

なっている． 
図 2 に，Lemmon and Akasaka 式[9]から計算した

定圧比熱を実測値とともに示す．一般に，定圧比熱

は臨界点において無限大に発散し，その近傍では極

大値を示すが，極めて非理想性が強いこのような挙

動を状態方程式で定量的に再現するのは困難であ

る．しかしながら，図 2 に示す通り，Lemmon and 
Akasaka 式[9]は，臨界点近傍の定圧比熱の挙動を正

確に再現していることが確認できる． 
 

表 1  第 3 節で取り上げた低 GWP 冷媒の基本定数 
 R1234yf R1233zd(E) R1336mzz(Z) R1132(E) R1224yd(Z) R1243zf 
CAS No. 754-12-1 102687-65-0 692-49-9 1630-78-0 111512-60-8 677-21-4 
分子量 (g·mol-1) 114.0416 130.4962 164.056 64.035 148.4867 96.05113 
臨界温度 (K) 367.85 438.86 444.5 348.82 428.69 376.93 

臨界圧力 (MPa) 3.3844 3.5828 2.9030 5.1737 3.3340 3.5137 
臨界密度 (mol·dm-3) 4.18 3.704 3.044 6.793 3.632 4.3 

偏心因子 0.276 0.304 0.386 0.245 0.325 0.2595 
三重点 (K) 121.6 165.75 182.65 184.9 157.8 122.35 

標準沸点 (K) 243.692 291.28 306.603 220.512 288.004 247.666 
文献 [9] [11] [12] [14] [16] [6] 

 
図 2  R1234yf に対する Lemmon and Akasaka 式

[9]から計算した定圧比熱と実測値との比較 :
（⊚）Liu et al. [10 ];（☓, △, ⊞ ）Lukawski et 
al. [11]  状態方程式は臨界点近傍の定圧比熱を

平均偏差 1.8%で再現している． 
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3.2 R1233zd(E)  
R1233zd(E)（トランス-1-クロロ-3,3,3-トリフルオ

ロプロペン）は不燃性の低 GWP 冷媒であり，低圧

冷媒 R245fa（1,1,1,3,3-ペンタフルオロプロパン）の

代替冷媒としてターボ冷凍機や高温ヒートポンプ

に向けた実用化が進んでいる． 
この冷媒の状態方程式としては長らく Mondéjar

式[12]が使われてきたが，この式は気相音速に対す

る再現性が低い点が問題視されていた．Akasaka and 
Lemmon [13]はより信頼性が高い蒸気圧データを用

いて関数形を再構築することにより，気相音速に対

しても高い再現性を有する状態方程式を開発した．

この状態方程式も ISO 17584 [1]に採択され国際標

準式となっている． 
3.3 R1336mzz(Z) 

R1336mzz(Z)（cis-1,1,1,4,4,4-ヘキサフルオロブテ

ン）は不燃性の低 GWP 冷媒であり，R1233zd(E)よ
りも高い沸点を有するため，より高い温度を供給す

るヒートポンプや産業廃熱等を利用する有機ラン

キンサイクルの作動媒体として実用化されている． 
McLinden and Akasaka [14]はこの冷媒の蒸気圧，

PVT 性質および気相音速を精密に測定し，ヘルムホ

ルツ型状態方程式を開発した．この状態方程式も

ISO 17584 [1]に採択され国際標準式となっている． 
また，この状態方程式は，McLinden and Perkins 

[15]によって測定された液相音速も高い精度で再

現する．図 3 に，液相音速の計算値と実測値[15]と
の偏差の分布を示す．現時点では，液相音速に対し

て高い再現性を有する式は限られているため，液相

音速測定装置を校正するための状態方程式として

も用いられている．  

 
図 3  McLinden and Akasaka 式 [14]から計算した液

相音速と実測値[15]との相対偏差．状態方程式は液

相音速の実測値を平均偏差 0.023%で再現している． 

3.4 R1132(E) 

R1132(E)（トランス-1,2-ジフルオロエテン）は

R32 の代替冷媒の一つであり，R32 に近い蒸気圧を

有する高圧冷媒である．この冷媒の実測値情報は極

めて限定されているが，Akasaka and Lemmon [16]は，

R1234yf に対する Lemmon and Akasaka式 [9]を雛形

として用いることによって実用上十分な再現性を

有する状態方程式を開発した．この状態方程式は，

家 庭 用 空 調 機 へ の 応 用 が 期 待 さ れ て い る

R1132(E)/32 および R1132(E)/1234yf 混合冷媒の混

合モデル [17]にも適用されている． 
3.5 R1224yd(Z) 

R1224yd(Z)（シス-1-クロロ-2,3,3,3-テトラフルオ

ロプロペン）は不燃性の低圧冷媒であり，R245fa の

代替としてターボ冷凍機や高温ヒートポンプ等へ

の応用が始まっている．Akasaka and Lemmon [18]は，

R1234yf に対する式 [9]を雛形とし，いくつかの項

を追加して再現性や外挿性をさらに高めた状態方

程式を開発した．  
3.6 R1243zf 

R1243zf（3,3,3-トリフルオロプロペン）は微燃性

を有する低 GWP 冷媒であり，開発当初は混合冷媒

の一成分としての実用化が検討されていた．近年の

注目度は下がっているものの，比較的早い段階で高

純度の冷媒サンプルが流通したこともあり，他の低

GWP 冷媒に比べて多い実測値情報が報告されてい

る． 
Akasaka and Lemmon [6]は，これらの実測値群の

熱力学的整合性が高いことに注目し，R1234yf 式 
[9]に代わる「雛形」となる新たな状態方程式を開発

した．新たな関数形の再構築には，熱力学的整合性

を有する蒸気圧，飽和液密度，PVT 関係，気相・液

相の音速および液相比熱等の実測値が用いられた．

この状態方程式の関数形は今後開発される新たな

状態方程式の出発点として用いられる予定である．  
 

４．今後の展望  

高度に最適化されたヘルムホルツ型状態方程式

は，冷凍空調機器のシステム設計・評価や熱交換器

などの要素機器設計に必要な再現性を有するとと

もに，臨界点近傍における高い数値的安定性や高圧

域における安定した外挿挙動を示す．前節で紹介し

た状態方程式は，冷凍空調分野で広く用いられてい

る REFPROP [2]への組み込みが可能な形で公開さ
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れており，低 GWP 冷媒の実用化における基盤情報

を構成している． 
本稿では詳述しなかったが，混合冷媒に対する状

態方程式（混合モデル）の開発も並行して進めてい

る．現時点までに有望な単一成分冷媒の状態方程式

開発はほぼ完了しており，今後は，これらを複数組

み合わせた多成分混合冷媒モデルの高度化を行っ

ていく予定である．混合系に対する実測値情報は単

一冷媒以上に限定されるため，MD 計算や機械学習

によるデータ補完も視野に入れている．また，研究

成果を国際的に普及させるため，今後も国際会議や

学協会を通じた標準化活動を継続していく所存で

ある． 
なお，本稿で述べた成果の多くは国立研究開発法

人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO） 
の委託業務（P18005，P23001 等）の結果として得

られたものである． 
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１．はじめに 

地球温暖化抑制のためには，冷媒の直接的な温

室効果（GWP: Global Warming Potential）のみなら

ず，電力使用に伴う CO2 排出などの間接的環境負

荷も考慮する必要がある．したがって，ヒートポ

ンプサイクルの性能は，環境負荷の小さい冷媒を

選定する上で極めて重要な指標となる．本稿では，

熱物性とサイクル性能の関係に着目し，低 GWP
冷媒の選定指針について概説する． 

 
２／熱物性とサイクル性能の関連 

2.1 安全で高効率なサイクルに求められる熱物性 

ヒートポンプサイクルの最高効率は，採用する

冷媒の熱力学的特性によって決定される．実際の

サイクルでは各種損失が生じるため，冷媒の物性

は設計の根幹をなす．高性能・高効率を達成する

ために，冷媒には以下の特徴が求められる． 
 

性能向上のために望ましい特性： 
・換算温度 80% 程度で運転可能な臨界温度 
・大きな蒸発潜熱 
・高い蒸気密度 
・適切な比熱比（圧縮仕事と過熱度の低減に寄与） 
・高い輸送物性（熱伝達・圧力損失に関与） 
・潤滑油との適切な相溶性 
安全性のために望ましい特性： 
・高い電気絶縁性 
・低燃焼性および低毒性 
・高い化学的安定性（自己分解反応を起こさない） 

 
特に比熱比は，圧縮機出口過熱度や圧縮過程の

損失を評価する上で重要なパラメータである．安

全性の観点からは，表 1 に示す ASHRAE および

ISO[1]の冷媒分類基準に基づき，家庭用空調機で

は A1 または A2L 冷媒が主に採用されている． 
さらに近年では，自己分解反応（不均化反応）

の危険性を考慮した新たな安全クラスの導入も検

討されている．自己分解反応[2]とは，高温高圧条

件下で冷媒分子がエネルギーを受け取って分解を

開始し，その過程で放出されたエネルギーが連鎖

的に反応を伝搬させる現象である．この結果，爆

発的な分解が生じるリスクがある．このリスクを

抑制するために，安定な物質との混合による反応

抑制や熱安定性向上が検討されている． 
 
表 1 ASHRAE 34 / ISO 817[1]で分類される燃

焼性と毒性に関わる安全性クラス 

強燃性 

LFL*1 ≧ 3.5  
or 

HOC*2 ≧ 
19000 kJ/kg 

A3 
Propane, Isobutane B3 

燃焼性 
LFL*1 ＞3.5 

vol％ 
 

and  
 

HOC*2   
< 19000 kJ/kg  

A2 
R152a B2 

微燃性 

火炎伝搬速度 < 10 cm/s at 23 ℃ 

A2L 
R1234yf, R32, 

B2L 
Ammonia 

不燃性   A1 
R134a, R410A 

B1 
R123 

燃焼性区分 
at 60℃, 101.3 kPa 

低毒性 
OEL*3≥400 ppm 

高毒性 
OEL*3＜400 ppm 

*1爆発下限界濃度， vol%) 
*2燃焼エネルギー (kJ/kg) 
*3OEL (Occupational Exposure Limits : 職業暴露限界値) 

 
 

 
図 1 R1234yf と OH ラジカルとの初期反応（左）

と生成物 TFA（Tri-fluoro acetic-acid, CF3COOH）

（右）．水色，灰色，白色，および赤色はそれぞれ

フッ素，炭素，水素，酸素原子を表す． 
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さらに近年では，PFAS（per- and polyfluoroalkyl 
substances）規制が懸案事項となっている[3]．冷媒 
が大気中へ漏洩した場合，OH ラジカルとの反応

により連鎖的な分解が進行し，その生成物の一つ

として超短鎖 PFAS であるトリフルオロ酢酸

（TFA: trifluoroacetic acid）が生成する場合がある

[4,5]．TFA 自体に発がん性は確認されていないが，

内分泌かく乱作用の可能性が調査中であり，また

自然界に高安定で水系に蓄積しやすいことから，

人為起源による濃度上昇の影響が懸念されている

[6]．そのため，欧州では TFA を含む短鎖化合物も

PFAS グループ規制の対象に含める方向で議論が

進められている． 
 

2.2 混合冷媒の特徴と設計上の留意点 

混合冷媒では，二相域において温度勾配（温度

グライド）が生じ，サイクルの不可逆損失を増大

させる可能性がある．現在主流である 2 列のクロ

スフィンチューブ式熱交換器を使用する場合，温

度勾配は概ね 5 K 以内に抑える組成を選択する

ことが望ましい．現時点では，単一冷媒で性能・

安全性の両立を実現した最適冷媒は存在せず，安

全性と性能のバランスを考慮した混合冷媒の最適

組成設計が求められている． 
 

2.3 サイクルで生じる不可逆損失と COP 

図 2 は，サイクル内で生じる不可逆損失を簡易

的に面積で示したT-s線図である．主たる損失は， 
 
 

 
図2 T-s線図上に現れるサイクル内の不可逆損失．

太実線が冷媒の状態，細実線が管内流動損失を無

視した場合の冷媒の状態，水平破線が熱源温度を

示す． 

蒸発器および凝縮器内の伝熱過程で生じる損失，

圧縮および膨張過程で生じる損失，冷媒配管内で

生じる流動損失である．混合冷媒の温度勾配が大

きい場合には熱源の温度との差が広がり，結果と

して伝熱損失が増加する．冷媒と熱源の温度差を

一定保つ Lorentz サイクルが提案されているもの

の，空気熱源の場合は，冷媒と熱容量流量が大き

く異なり，直交流式熱交換器が多用されているた

めに，家庭用空調機で実現が難しいのが現状であ

る．また既存機器の冷媒を入れ替える“drop-in”
適用を可能とするためにも，温度勾配が小さい冷

媒が望まれている． 
 

３．スクリーニング 

3.1 純冷媒における理論 COP 

純冷媒に必要な熱物性を検討するために，表 2
に示す 50 種類の冷媒に対して理論 COP の計算を

実施した．計算条件は凝縮および蒸発温度をそれ

ぞれ 40 °C および 0 °C とし，蒸発器出口冷媒過熱

度（図 2 中の T1-T4’）および凝縮器出口冷媒過冷

度（図 2 中の T3’-T3）をそれぞれ 3 K および 0 K
とした．また，圧縮過程および膨張過程はそれぞ

れ等エントロピ圧縮および等エンタルピ膨張とし，

圧力損失も考慮していない．また，COP は蒸発器

出入口エンタルピ差(h1-h4)を圧縮機出入口エンタ

ルピ差(h2-h1)で除して算出した． 
図 3 に作動圧力（凝縮圧力）に対する COP を示

す．作動圧力が高い冷媒は COP が低い傾向がある．

これは作動圧が高い冷媒ほど臨界点に近い領域で

作動するため，潜熱が減少するためである．そこ

で次に蒸発器出入口エンタルピ差(h1-h4)に対する

COP を図 4 に示す．蒸発器出入口エンタルピ差が

大きい冷媒ほど COP が高い傾向にあるが，蒸発器

出入口エンタルピ差が 500 kJ/kg 程度をピークに

COP は減少傾向になっている．そのため，蒸発潜

熱が大きいだけでは COP が高くなるとはいえな

い．また，蒸発潜熱が高くなると冷媒気体領域に

おいて等エンタルピ変化に対するエントロピの変

化が大きくなるため圧縮出口吐出温度が上昇し，

T-s 線図上においてカルノーサイクルからのズレ

が大きくなる．そのため，次は等エンタルピに対

するエントロピの変化に注目する．この変化は顕

熱と潜熱の比によって決まる．そこで図 5 に顕熱

(CpT)と潜熱(h1-h4)の比に対する COP を示す．顕熱
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と潜熱の比が大きくなると COP は低下する．しか

しながら，顕熱と潜熱の比が最も小さい物質であ

る Water は COP が低い．また，図 3 と図 4 の結果

と比較して，冷媒におけるバラツキも小さくなっ

ている．つまり，Water のような特異な物質を除

き，純冷媒におけるサイクル性能向上には潜熱と

顕熱の比が重要である． 
 

表 2 スクリーニング対象の純物質 
R152A R32 R236EA 
CF3I R40 R245CA 
R1130E R41 R245FA 
R1132E R113 R365MFC 
R1234YF R114 R1216 
R1123 R115 R1224YDZ 
AMMONIA R123 R1233ZDE 
BUTANE R124 R1234ZEE 
DME R125 R1234ZEZ 
ETHANOL R134a R1243ZF 
ISOBUTAN R141B R1336MZZZ 
METHANOL R142B RC318 
PROPANE R143A RE143A 
R11 R150 RE245FA2 
R12 R161 RE347MCC 
R21 R218 WATER 
R22 R227EA  

 

0 1 2 3 4 5 63

4

5

6

7

8

Pcond (T=40°C) [MPa]

CO
P(

(h
1-

h 4
)/(

h 2
-h

1)
 [-

]

 
図 3 作動圧力に対する COP 
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図 4 蒸発器出入口エンタルピ差における COP 

0 1 2 3 43

4

5

6

7

8

cpT·(h1-h4)-1 [-]

CO
P(

(h
1-

h 4
)/(

h 2
-h

1)
 [-

]

 
図 5 顕熱と潜熱の比に対する COP 

 
3.2 各国の研究成果 

前節で述べた基本的な熱力学的関係に加え，近

年では空調温度域におけるサイクル性能（特に

COP）を指標とした冷媒スクリーニング研究が世

界各国で活発に行われている．その代表的な例を

以下に示す． 
Halon ら[7]は，HC，HFC，HFO 系の 24 種類の

純冷媒およびそれらを組み合わせた 2 成分・3 成

分混合冷媒を対象とし，組成比 10%刻みで 44,915
通りの理論サイクルを評価した．その結果，R13I1
を含む混合冷媒が最も高い COP を示すことが報

告されたが，同時に化学的安定性が低いことも明

らかとなった．次いで， R1234ze(Z) および 
R1233zd(E) を含む混合系が高い COP を示したが，

体積能力不足に関する検討は十分に行われていな
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い．最終的に，R152a/R1234ze(E)（70/30 mass%）

が，高い COP と A2L クラスの燃焼性，およびコ

スト面のバランスから有望とされたが，依然とし

て冷凍能力不足による機器大型化が課題として残

る． 
このようなスクリーニング研究の多くでは，

REFPROP による物性値計算が用いられている．

しかし，REFPROP には未登録の物質も多く存在

し，また混合モデルの妥当性が検証されていない

場合もあるため，これらの結果をもって冷媒候補

を断定することには慎重を要する． 
McLinden らのグループ[8,9]は，PubChem デー

タベース[10]に登録されている約 60万種の化学物

質を対象にスクリーニングを実施した．スクリー

ニングを通過した候補物質について，家庭用空調

機を模擬したサイクルモデルによる性能評価を行

った結果，非可燃性かつ低 GWP の純物質は存在

しないことを報告している．一方で，混合冷媒に

よる可能性は残されているものの，性能・安全性・

環境負荷の三者間バランスが今後の冷媒開発にお

ける主要課題であると結論づけている． 
 

3.3 国内プロジェクトの研究成果 

日本国内では，NEDO プロジェクト「次世代低

GWP 冷媒の実用化に向けた高効率冷凍空調技術

の開発」において，研究機関・冷凍空調機器メー

カー・冷媒メーカーが連携し，世界に先駆けた新

規フッ素系冷媒の探索が進められている．以下に，

その成果の一部を紹介する． 
R1132(E)（cis-CHF=CHF）は GWP が 0.0056 

[11,12]と極めて低いが，自己分解反応のリスクが

指摘されている．これに対し，安定性に優れ GWP
も低い R1234yf（CH₂=CF₃）および高いサイクル

性能を持つR32を組み合わせた三成分混合冷媒の

サイクル性能評価が行われた．図 5 に，各組成に

おける COP，体積能力，必要伝熱管長さの予測結

果を示す．体積能力が高い場合には，不可逆損失

が低減し，実 COP が幾分高くなる場合がある．予

測には，物性値に基づいて構築された高精度状態

方程式および混合モデルを用いている．図中の白

丸は，GWP=150 および 70 の条件を満たす候補組

成を示しており，いずれも自己分解リスクと

GWP=150 の閾値近傍に位置する．これらの結果

から，COP 低下を抑えつつ体積能力を維持し，熱

交換器の大型化を防ぐためには，安全性と GWP
のバランスが極めて重要であることが示唆される．

プロジェクトでは，並行して冷媒の安全性評価も

進められており[13,14]，最適な組成の探索が続け

られている．また，冷媒物性に応じた圧縮機・熱

交換器の新規設計および実証実験も進行中である． 
 

COP

GWP150

GWP70

 

体積能力

 

熱交換器
必要伝熱管⻑

 

図 5 三成分混合冷媒のサイクル計算結果(JIS
冷房標準 2kW)．R32/R1132(E)/R1234yf の組成を

変化させ，対 R32 比で COP（上），体積能力(中)，
凝縮器必要伝熱管長（下）を示す．灰色および黒

色のシェードはそれぞれ，自己分解反応のリスク

および GWP が 150 以上となる組成範囲を示す． 
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４．まとめ 

本稿では低 GWP 冷媒の選定において考慮すべ

き熱物性，安全性，および環境影響の観点から，

近年の研究動向を概説した．現時点では不燃かつ

低 GWP の単一冷媒は存在せず，混合冷媒設計の

最適化が今後の鍵を握る．特に，自己分解反応や

TFA 生成リスクの抑制，安全性と COP・体積能力

の両立が課題である． 
これらを解決するためには，計算化学などを用い

た広範な物質探索，物性の高精度測定とそれに基

づく高精度状態方程式の開発，信頼性の高いサイ

クルシミュレーション，実験的検証を組み合わせ

た総合的なアプローチが求められる． 
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１．緒言 

冷凍空調分野で広く使用されてきたフルオロカ

ーボン系冷媒は，オゾン層破壊や地球温暖化への影

響が問題視され変遷を遂げてきた．1987 年のモン

トリオール議定書により CFC や HCFC の削減が進

められ，さらに 2016 年のキガリ改正では，地球温

暖化係数（GWP）の高い HFC の段階的削減が国際

的に合意された．このような背景から， GWP の極

めて低い HFO や HCFO といった次世代冷媒の開発

が進み，その早期実用化が求められている．次世代

冷媒の実用化には，冷凍サイクルの性能評価におい

て基盤情報となる冷媒の熱物性データが不可欠と

なる．特に，音速や密度といった基礎物性は，熱力

学モデルとなる状態方程式の開発に極めて重要と

なる．本論文では，次世代冷媒の熱物性評価に資す

る基盤データの蓄積を目的として，筆者らが開発し

た流体の気相域および液相域における音速・密度の

高精度測定手法[1-6]について紹介する． 
 

２．流体の音速 

流体中に励起された音波は，その流体の密度，比

熱容量など熱力学諸性質の影響を受けて伝搬する

ため，音波の伝搬する速度（音速）を測定すること

によって，流体の熱物性値情報を得ることができる．

流体中の音速𝑤は式（1）より表わされる． 𝑤ଶ = ൬𝜕𝑝𝜕𝜌൰௦ = 1𝜌𝜅௦ = 𝛾𝜌𝜅௧ (1) 

ここで，𝑝は流体の圧力，𝜌は密度，𝜅௦は断熱圧縮率，𝜅௧は等温圧縮率，𝛾は比熱比をそれぞれ示す．式（1）
より，流体の密度が既知であれば，音速の測定によ

り流体の圧縮率や比熱比などの情報が容易に得ら

れることになる． 
 また気相域の音速は，式（2）に示すような音響

ビリアル式で表すことができる[7]． 

w2 = 𝑅𝑇𝛾୭𝑀 ൜1 + 𝐵௔ ቀ 𝑝𝑅𝑇ቁ+ ൫𝐶௔ − 𝐵ఘ𝐵௔൯ ቀ 𝑝𝑅𝑇ቁଶ + ⋯ൠ (2) 

ここで，𝑅は気体定数，𝑇は流体の温度，𝛾୭は理想気

体状態の比熱比，𝑀はモル質量，𝐵௔は第２音響ビリ

アル係数，𝐶௔は第 3 音響ビリアル係数，𝐵ఘは第 2 密

度ビリアル係数をそれぞれ示す．式（2）を圧力ゼ

ロの理想気体状態に外挿することにより，式（3）
に示すように気相域の音速測定から理想気体状態

の定圧比熱𝑐௣୭を導出することができる． lim௣→଴wଶ = 𝑅𝑇𝛾୭𝑀 = 𝑅𝑇𝑐௣୭𝑀൫𝑐௣୭ − 𝑅൯ (3) 

𝑐௣୭は状態方程式における理想気体項の評価に必要

となる基礎物性であり[8]，高精度な状態方程式の

開発のために極めて重要な物性値情報となる． 
流体の音速測定手法は大きく音波共鳴法

（Acoustic Resonance Method）と超音波パルス伝搬法

（Ultrasonic Time of Flight Method）に分けられる．サ

ンプル密度の小さい気相域では，音響エネルギー散

逸が大きく音波が伝搬しにくいため，できるだけ低

い周波数の定在波を利用した音波共鳴法が高精度

な音速測定に適している．一方，サンプル密度の大

きい液相域では，音響インピーダンス（音速と密度

の積）が固体と液体で同程度となるため，音波共鳴

法ではサンプルと共鳴器材料との相互作用が大き

くなり正確な音響計測ができなくなる．液体中にお

いては超音波パルスは効率的に送受信することが

できるため，液相域の高精度な音速測定には超音波

パルス伝搬法が適している．いずれの手法も，基本

的にはサンプル流体中における音波伝搬時間（s）
に相当する量を測定し，音波伝搬距離（m）の情報

と組み合わせて音速（m s–1）が得られる．  
音波共鳴法では，サンプル気体を封入した容器

（共鳴器）内で音波共鳴を発生させ，その共鳴周波

次世代冷媒の音速・密度測定 
Speed-of-Sound and Density Measurements for Next-Generation Refrigerant 

狩野 祐也（産業技術総合研究所） 
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数（Hz = s–1）の測定から音波伝搬時間を得る．超音

波パルス伝搬法では，サンプル液体を封入した容器

（音響セル）内で超音波パルスを発生させ，パルス

が送受信する間の距離を伝搬する時間を測定する．

音波伝搬距離に相当する共鳴器内寸法やパルス送

受信間距離は，マイクロ波共振法[9]やレーザー干

渉法[10]などの計測技術を利用して直接測定する

か，音速値がよく知られている水などの参照流体を

用いて校正することで間接的に測定する． 
 

３．気相域の音速・密度測定 

3.1 気相域の音速測定 

気相域の音速測定のために筆者らが開発した円

筒型共鳴器の概略図を図 1 に示す[1-5]．共鳴器は熱

伝導度および電気伝導度が良い無酸素銅製であり，

円筒キャビティ長さ約 50 mm，キャビティ直径約

24mm である．サンプル圧力による共鳴器形状の変

形を最小限に抑えるため，キャビティ内外圧が等し

くなるように SUS316 製の圧力容器内に格納され

ている．サンプル気体は圧力容器上部から配管を通

して圧力容器内に導入され，共鳴器の側面位置に空

いているサンプル導入口よりキャビティ内に充填

される．なお，音波共鳴計測時には，キャビティを

理想的な円筒形状に近付けるため，バルブ機構によ

りサンプル導入口を閉じることができる機構が設

けてある． 
音波共鳴は，円筒キャビティ両端の中心軸上に取

り付けられた 2 つのコンデンサ型マイクロホンで

計測する．マイクロホン自体は金属系材料で構成さ

れる部品のため，樹脂系材料への溶解性が高いフル

オロカーボン系冷媒中でも使用できるが，マイクロ

ホン信号を増幅するプリアンプなどの電子部品は

冷媒中では使用できない．そのため，プリアンプや

送信用のトランスミッタアダプタといった電子部

品類は恒温槽外の室温雰囲気下に設置し，ハーメチ

ックフィードスルーと三重同軸ケーブルを介して

圧力容器内のマイクロホンと接続している．数キロ

ヘルツから数十キロヘルツにおける音波共鳴周波

数特性を計測するために，音響信号の振幅と位相の

ベクトル成分を計測できる周波数特性分析器（FRA）

を使用する．分析器からの出力信号を駆動アンプで

増幅して送信用マイクロホンに印加し，受信用マイ

クロホンからの音響信号をパワーモジュールで増

幅して分析器に入力する．出力信号周波数をスイー

プすることで，音波共鳴周波数特性を得ることがで

きる． 
円筒型共鳴器における長さ方向の音響モード

（Longitudinal Mode）の音波共鳴周波数𝑓ୟୡ௟ とサンプ

ル気体の音速は，式（4）の関係式で表される． 

w = 2𝐿଴ሺ1 + 𝜒𝑝ሻ𝑙 ሺ𝑓ୟୡ௟ + Δ𝑓ୟୡ௟ ሻ (4) 

ここで，𝐿଴は共鳴器内が真空中におけるキャビティ

長さ，𝜒は共鳴器材料の弾性コンプライアンス，𝑙は
音響モード次数，Δ𝑓ୟୡ௟ は摂動理論に基づく音波共鳴

周波数の補正項[7]をそれぞれ示す．なお，𝐿଴の値は，

音波共鳴周波数測定と同じ温度下におけるマイク

ロ波共振周波数測定から求めることができ，気相域

の音速の絶対測定を実現している点が本測定装置

の大きな特徴となる．マイクロ波共振周波数測定の

詳細については次節で述べる． 
円筒型共鳴器は図 2 に示すような液体恒温槽内

において温度変動±3 mK 以内で精密温調される．国

際温度目盛（ITS-90）に準拠して校正された標準白

金抵抗温度計と精密測温ブリッジを用いて温度を

測定し，水晶発振式圧力センサでサンプルガス圧力

を直接測定する．本装置による気相域の音速測定の

拡張不確かさ（95 %信頼区間）は約 0.04 %であり，

気相域の音速値がよく知られているアルゴンの測

定結果[3]からも測定の妥当性が確認されている． 
 

 

図 1 円筒型音波・マイクロ波共鳴器の概略図[3] 
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図 2 気相域の音速・密度測定装置の概略図[5] 
 
3.2 気相域の密度測定 

気相域の密度測定は，図 1 に示した円筒型共鳴器

におけるマイクロ波共振周波数の測定により，サン

プル気体の誘電率から導出する．マイクロ波共振は

円筒キャビティ両端に取り付けられた 2 つのアン

テナを用いて計測する．アンテナは銅製セミリジッ

ド同軸ケーブルの端面を平坦に切断して製作し，キ

ャビティ内面と端面がフラットになるように取り

付けられている．アンテナと銅製セミリジッド同軸

ケーブルを接続し，ハーメチックフィードスルーを

通じて圧力容器外にある室温雰囲気下の機器類と

接続している．マイクロ波共振はベクトルネットワ

ークアナライザ（VNA）を用いて計測し，円筒型共

鳴器内におけるマイクロ波の伝送特性（S パラメー

タ）を計測して共振周波数特性を得ることができる． 
円筒型共鳴器における TM モード（Transverse 

Magnetic Mode）のマイクロ波共振周波数𝑓 ୫とサン

プル気体の誘電率𝜀௥は，式（5）の関係式で表され

る． 𝑓 ୫ = 𝑐2𝜋√𝜀௥ ඨቀ𝜑௣௤𝑟 ቁଶ + ቀ𝜋𝑠𝐿 ቁଶ − ∆𝑓 ୫ (5) 

ここで，𝑐は真空中の光速度，𝑟は円筒キャビティ半

径，𝐿は円筒キャビティ長さ，𝜑௣௤はマイクロ波共振

モードの固有値， 𝑠はマイクロ波共振モード次数，∆𝑓 ୫は摂動理論に基づくマイクロ波共振周波数の

補正項[9]をそれぞれ示す．式（5）より，共鳴器内

が真空中とサンプル気体中におけるマイクロ波共

振周波数の比をとることで，サンプルの誘電率は式

（6）から求めることができる[1]． 

𝜀௥ = ቈ ሺ1 + 𝜒𝑝ሻሺ𝑓 ୫୴ୟୡ + Δ𝑓 ୫୴ୟୡሻሺ1 + 2𝜒𝑝ሻ൫𝑓 ୫୥ୟୱ + Δ𝑓 ୫୥ୟୱ൯቉ଶ (6) 

ここで，肩文字の“vac”および“gas”は，それぞ

れ真空中およびサンプル気体中における値を示す．

本装置による気相域の誘電率測定の拡張不確かさ

は約 0.02 %であり，気相域の誘電率がよく知られて

いるアルゴンの測定結果[3]からも測定の妥当性が

確認されている． 
一方で，共鳴器内が真空中において異なる 2 つの

マイクロ波共振モードの共振周波数を測定するこ

とで，前節で述べた円筒キャビティ長さ𝐿଴を以下の

ように求めることができる． 𝐿଴= 𝑐2ඨ 𝑠ଶଶ − 𝑠ଵଶ൫𝑓 ୫_௦మ୴ୟୡ + ∆𝑓 ୫_௦మ୴ୟୡ ൯ଶ − ൫𝑓 ୫_௦భ୴ୟୡ + ∆𝑓 ୫_௦భ୴ୟୡ ൯ଶ 
(7) 

ここで，𝑠ଵおよび𝑠ଶは，𝑠ଵ<𝑠ଶの関係となる異なる共

振モード次数を示す．このように，共鳴器内が真空

中におけるマイクロ波共振周波数の測定により，測

定温度における円筒キャビティ寸法を真空中の光

速度（299 792 485 m s–1） に基づいて求めている． 
一般に密度が小さい気相域における誘電率は，以

下に示す Clausius-Mossoti の式で表すことができる． 𝜀௥ − 1𝜀௥ + 2𝑀𝜌 = 𝑁୅𝛼3𝜀଴  (8) 

ここで，𝑀はモル質量，𝑁୅はアボガドロ定数，𝛼は
分極率，𝜀଴は真空の誘電率をそれぞれ示す．式（2）
に示した気相域の音速と同じように，気相域の誘電

率は式（9）に示す誘電ビリアル式で表すことがで

きる[11]． 𝜀௥ − 1𝜀௥ + 2𝑅𝑇𝑝 = 𝐴ఌ୭ + ൫𝐵ఌ − 𝐵ఘ𝐴ఌ୭൯ ቀ 𝑝𝑅𝑇ቁ+ ൫𝐶ఌ − 𝐴ఌ୭𝐶ఘ + 2𝐴ఌ୭𝐵ఘଶ− 2𝐵ఌ𝐵ఘ൯ ቀ 𝑝𝑅𝑇ቁଶ + ⋯ 

(9) 

ここで，𝐴ఌ୭は理想気体状態のモル分極，𝐵ఌは第 2 誘
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電ビリアル係数，𝐶ఌは第 3 誘電ビリアル係数，𝐶ఘは
第 3 密度ビリアル係数をそれぞれ示す．式（9）を

圧力ゼロの理想気体状態に外挿することにより，式

（10）に示すように気相域の誘電率測定から Debye
の式に基づいて双極子モーメント𝜇や分子分極率𝛼୫を導出することができる． lim௣→଴ ൬𝜀௥ − 1𝜀௥ + 2𝑅𝑇𝑝 ൰ = 𝐴ఌ୭ = 𝑁୅3𝜀଴ ቆ𝛼୫ + 𝜇ଶ3𝑘୆𝑇ቇ (10) 

ここで，𝑘୆はボルツマン定数を示す． 
 また，測定した気相域の誘電率データを式（9）
にフィッティングして得られる𝐴ఌ୭，𝐵ఌ，𝐶ఌ…，の値

を用いて，気相域の密度を以下の式から導出するこ

とができる[12]． 𝜌= ሺ𝜀௥ − 1ሻ𝐴ఌ୭ሺ𝜀௥ + 2ሻ − 𝐵ఌ𝐴ఌ୭ ቈ ሺ𝜀௥ − 1ሻ𝐴ఌ୭ሺ𝜀௥ + 2ሻ቉ଶ
+ 2𝐵ఌଶ − 𝐴ఌ୭𝐶ఌ𝐴ఌ୭ଶ ቈ ሺ𝜀௥ − 1ሻ𝐴ఌ୭ሺ𝜀௥ + 2ሻ቉ଷ + ⋯ 

(11) 

本装置による気相域の密度測定の拡張不確かさは

約 1 %であり，気相域の密度値がよく知られている

アルゴンの測定結果[11]からも測定の妥当性が確

認されている． 
このように，開発した円筒型共鳴器による気相域

音速・密度測定装置を用いて，冷媒サンプルの気相

域における音速，誘電率，密度，理想気体比熱，双

極子モーメント，分子分極率など複数の基礎物性を

評価することができる．著者らはこれまでに，様々

な次世代冷媒の状態方程式の開発に活用された基

礎物性データを測定・報告している[1-5, 13-15]． 
 

４．液相域の音速・密度測定 

4.1 液相域の音速測定 

著者らが開発した液相域の音速・密度測定装置の

概略図を図 3 に示す．液相域の音速測定には，図 4
に示すような超音波パルス伝搬式音速センサ

（Anton Paar 社製 L-Sonic 6100）を使用している．サ

ンプル液体中にある圧電素子間で約 4 MHz の超音

波パルスを送受信し，パルスが素子間を伝搬する時

間𝑡の測定から式（12）より音速が求められる． 𝑤 = D଴ሺ1 + α𝑇ሻሺ1 + β𝑝ሻ𝑡 − C଴ሺ1 + Cଵ𝑇 + Cଶ𝑇ଶሻ (12) 

式（12）の分子項は超音波パルスの伝搬距離に相当

し， D଴は代表温度での素子間距離，αは温度補償係

数，βは圧力補償係数をそれぞれ示す．また式（12）
の分母項は超音波パルスの伝搬時間に相当し，C଴か
らCଶは温度による遅延時間補償係数を示す．本装置

では，液相域の音速値が精度良く知られている純水

[16]および R1336mzz(Z)[17]を参照流体として測定

し，音速センサの校正を行った．温度範囲—10 ℃か

ら 70 ℃，圧力 7 MPa までの範囲で参照流体の音速

を測定し，音速参照値に基づいて式（12）の各パラ

メータを最小二乗法で決定した．決定したパラメー

タを用いた式（12）の音速校正式は，参照流体の音

速を平均絶対偏差 0.015 %で再現している． 
音速センサは液体恒温槽内において温度変動±5 

mK 以内で精密温調される．温度測定に使用した白

金抵抗温度計ならびに温度測定器は，事前に ITS-90
に準拠して校正された標準白金抵抗温度計と比較

校正を行っている．ピストン式ハンドポンプにより

装置系内の体積を変動させることでサンプル圧力

を調整し，恒温槽外に設置された水晶発振式圧力セ

ンサを用いて圧力を測定した．温度および圧力測定

の標準不確かさは，それぞれ 10 mK および 0.6 kPa
と見積もられる．本装置による液相域の音速測定の

拡張不確かさは約 0.17 %であり，液相域の音速値が

よく知られている R1234yf の測定結果[6]からも測

定の妥当性が確認されている． 

 

図 3 液相域の音速・密度測定装置の概略図[6] 

(a) ultrasonic pulse time-of-flight sensor, (b) ultrasonic sensor controller, (c) pressure transducer, (d) pressure display, (e) oscillation U-tube densimeter, (f) hand piston pump,  ( g)  sample cylinde r,  (h)  platinum resist ance thermometer, (i) temperature display, (j) temperature control unit, (k) cooling circulator for thermostat, (l) vacuum pump, (m) , heating-cooling circulator for piston pump, (n) liquid thermostat, (v1-v5) valves
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図 4 超音波パルス伝搬式音速センサの概略図[6] 

 

4.2 液相域の密度測定 

液相域の密度測定には，耐圧仕様の振動式密度計

（Anton Paar 社製 DMA HP）を使用している．図 3
に示すように，恒温槽外に設置した振動式密度計を

恒温槽内にある音速センサの配管系統に連結し，液

体サンプルの音速・密度の同時測定を実現している．

振動式密度計にはペルチェシステムによる温調機

構が備わっており，音速センサと同じ温度に精密温

調が可能である．温度測定には，事前に ITS-90 に

準拠して校正された細管型標準白金抵抗温度計を

振動式密度計のウェル内に挿入して測定している．

振動式密度計の U 字管内にサンプル液体を封入し

た状態の振動周期𝜏の測定から，サンプル液体の密

度は式（13）より求められる． 𝜌 = ሺE଴ + Eଵ𝑇 + Eଶ𝑇ଶሻሺF଴ + Fଵ𝑝ሻሺ𝜏ଶ − 𝜏଴ଶሻ (13) 

ここで，E଴からEଶ，およびF଴からFଵはそれぞれ振動

周期と密度の関係を表す温度および圧力について

の装置定数，𝜏଴は U 字管内が真空状態の振動周期

を示す．装置定数は，液相域の密度値が精度良く知

られている純水[16]および R1336mzz(Z) [17]を参照

流体として測定し，振動式密度計の校正を行った．

温度範囲—10 ℃から 70 ℃，圧力 7 MPa までの範囲

で参照流体の密度を測定し，密度参照値に基づいて

式（13）の各パラメータを最小二乗法で決定した．

決定したパラメータを用いた式（13）の密度校正式

は，参照流体の密度を平均絶対偏差 0.029 %で再現

しており，液相域の密度測定の拡張不確かさは約

0.08 %と見積もられる． 
このように，開発した液相域音速・密度測定装置

を用いて，冷媒サンプルの液相域における音速と密

度を等しい温度・圧力条件で同時計測することがで

きる．得られた音速・密度データから式（1）の熱

力学関係式に基づき断熱圧縮率を求めることがで

きるため，次世代冷媒の物性評価に有効な情報を取

得することができる． 
 

５．次世代冷媒の音速・密度測定事例 

家庭用・業務用エアコンに使用される冷媒は， 
HFC である R32（GWP : 675）が現在主流であるが，

キガリ改正の目標達成へ向けてより GWP の低い

HFO への転換が求められている．しかしながら，純

物質で R32 より優れた性能を有する HFO は現状で

は無く，燃焼性など安全面への配慮からも，混合冷

媒の一成分として HFO を使用し，GWP をある程度

抑制しながら性能を維持するための研究開発が進

められている．著者らは，前節までに紹介した気相

域ならびに液相域の音速・密度測定装置を使用し，

HFO を含む混合冷媒について精密な物性評価を行

うことで，次世代冷媒の早期実用化のための基盤情

報整備に取り組んでいる． 
HFO を含む混合冷媒の測定事例の一つとして，

R32 と R1234yf（GWP : 4）の二成分系混合冷媒につ

いて，音速および密度を測定した結果を図 5 および

図 6 にそれぞれ示す．図 5 および図 6 ともに，縦軸

は NIST で開発された R32/R1234yf の混合モデル

[18]からの測定データの相対偏差を示し，横軸は上

図が温度，下図が圧力を示している．各図には，混

合モデルの開発に使用された NIST の音速データ

[19]ならびに密度データ[20]もプロットしている．

本測定では R32/ R1234yf の組成比として，アメリ

カ暖房冷凍空調学会（ASHRAE）に混合冷媒として

登録されている R454C（21.5/78.5 mass%）をターゲ

ットとして，気相域では 21.5/78.5 mass%の組成比の

混合冷媒（図中の△）について，液相域では 20.1/79.9 
mass%の組成比の混合冷媒（図中の〇）についてそ

れぞれ音速・密度データを取得した． 
図 5 に示されるように，音速データについては混

合モデルとの平均絶対偏差が 0.44 %程度あり，温度

ならびに圧力に対して系統偏差が生じている．本測

定データとNISTで測定された音速データは良く一
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図 5 R32/R1234yf の音速データと混合モデル[18]
の相対偏差図（上図：温度依存性，下図：圧力依存

性，組成比単位：mass%） 
 
致していることから，音速に関しては混合モデルの

再現精度に改善の余地があると考えられる．一方で

図 6 に示されるように，密度データについては混合

モデルとの平均絶対偏差が 0.08 %程度と良く一致

しており，温度ならびに圧力に対しての系統偏差も

生じていない．本測定データと NIST で測定された

密度データも良く一致していることから，密度に関

しては混合モデルが十分な再現精度を有している

と考えられる． 
 

６．結言 

本論文では，次世代冷媒の物性評価を目的として

開発した，気相域ならびに液相域における高精度な

音速・密度測定技術についての概要を紹介した．次

世代冷媒の実用化を促進するために不可欠となる

基盤情報整備の取り組みが，地球温暖化という人類

共通の社会課題解決の一助となることを期待する． 
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１．はじめに 

冷凍空調機器における冷媒性能は，熱力学性質に

基づくサイクル性能の計算によりまずは評価され

る．輸送性質は，その後の行程である実際の熱交換

器設計，すなわち伝熱量や圧力損失の見積の際に不

可欠となる． 
著者らの研究グループでは，次世代冷媒候補であ

る HFO 系の冷媒およびその混合物について，熱伝

導率および粘度の測定，予測計算モデルの検討を行

っている．本稿では，次世代冷媒の熱伝導率および

粘度について，著者らの成果である現時点の測定・

計算モデルの公開状況について紹介するとともに，

本研究で用いた測定手法および予測計算モデルに

ついて解説する． 
 

２．次世代冷媒の輸送性質の測定状況 

表 1 に本研究グループに関する冷媒の熱伝導率

および粘度の測定状況，計算モデルの評価状況につ

いてまとめている．冷媒の物性値の計算には，アメ

リカのNISTが提供しているREFPROP Ver. 10.0 [24] 
が最も信頼性が高いとされ，広く用いられている．

表中には，それぞれの冷媒に対する REFPROP Ver. 
10.0 での計算の可否についても示している． 
REFPROP Ver. 10.0 では，一部冷媒に関して本研究

グループの測定結果に基づいて計算パラメータの

調整がなされている．表中の ◎ は本研究グループ

の測定結果を基に計算パラメータをNISTが決定し，

公開している冷媒であり，△は REFPROP で輸送性

質を計算可能であるが，パラメータフィッティング

がなされていない理論計算値が出力される冷媒で

ある．×印は現在のところ REFPROP に収録されて

いない冷媒を示している．なお，輸送性質に関する

REFPROP の計算値は，計算対象物質の実測データ

の有無によりその不確かさが大きく異なるため注

意が必要である．図 1 は REFPROP の Fluid 
information 画面である．本画面は計算対象の冷媒

を選択した後， [Substance-Fluid information] を選

択し，下のボタンを押下することにより各物性値の

計算不確かさを（存在すれば）測定データのソース

とともに確認することができる．図 1 は R1234ze(Z) 
の粘度に関する情報であり，R1234ze(Z) の粘度の

REFPROP 計算不確かさは液で 3%，蒸気で 4%と評

価されていることがわかる．実測データがない場合

の不確かさは 20%と記載されており，特に新規冷媒

の計算には注意を要する． 
 

３．次世代冷媒の輸送性質の測定手法 

冷媒の物性値は，実用条件を中心に幅広い条件で

のデータ取得が求められる．輸送性質は温度による

変化が大きいため，本研究室では温度に関しては冷

凍で用いる-40 ℃程度までの低温域から高温ヒート

ポンプの温度帯に対応可能な 200℃程度までをカ

バーしている． 
図 2 は本研究グループが有する粘度測定装置の

概略である．本装置は強制循環ループであり，冷媒

次世代冷媒の輸送性質 
Transport Properties of the Next-Generation 

Refrigerants 

仮屋 圭史（佐賀大学） 
Keishi KARIYA (Saga University) 
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図 1 REFPROP 画面 (Fluid information) 
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はポンプ（ダブルプランジャーポンプまたはシリン

ジポンプ）により流量を調整されて流れる．測定部

（テストセクション）は恒温槽内部に設置されてお

り，所定の温度で一定に保たれる．冷媒圧力はテス

トセクションとは別の恒温槽内部に設置されてい

るアキュムレータ内部の冷媒液をヘリウムガスで

加圧し，調整している．本装置のテストセクション

は長さの異なる 2 本のガラス細管が直接に接続さ

れており，ガラス細管内に冷媒を層流で流すことに

より生じる圧力損失を測定し，下式 (1) により粘

度 𝜂 を算出する． 

𝜂 ൌ 𝜋ሺ𝑎௟ସ𝛥𝑝௟ െ 𝑎௦ସ𝛥𝑝௦ሻ8𝑞ሺ𝐿௟ െ 𝐿௦ሻ  (1) 

ここに，Δ𝑝, 𝑞, 𝐿 および 𝑎 はそれぞれ細管で生じ

る摩擦圧力損失，冷媒の体積流量，ガラス細管の長

さおよび内半径を示しており，添え字 l, s は 2 本

のガラス管の long, short を示している．なお，式(1)
より明らかである通り，粘度の測定値はガラス細管

表 1 次世代冷媒の輸送性質測定・計算モデル公開状況 
  Thermal conductivity Viscosity 

Refrigerant (Fluid) 
name 

Exp 
data 

Calc 
model 

Calculatable 
by 

REFPROP 

Exp 
data 

Calc 
model 

Calculatable 
by 

REFPROP 

Pure fluids       

R1234ze(Z) [1] [2] [1] [2] ◎ [2] [14] [15] ◎ 
R1336mzz(E) [3] [3] × [16]  × 
R1336mzz(Z) [4]  ◎ [17]  ◎ 
R1132(E) [5]  × [18] [18] × 
R356mmz [6] [7] × [6] [7] × 
R1224yd(Z) [8]  △ [8]  ◎ 
3,3,4,4,5,5-
HFCPE [9]  × [9]  × 

CF3I [10]  △ [19]  △ 
R1123 [11] [11] △   △ 
R1233zd(E) [12]  ◎ [20]  ◎ 
       
Mixtures       

R474A   × [21]  × 
R454A   △   △ 
R454B   △ [22]  △ 
R454C [13]  △ [22]  △ 
R1123+R32   × [23]  × 

 

 

 
 

図 2 粘度測定装置概略 
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の半径に強い影響を受ける．したがって粘度測定に

際して，細管内径は最も注意深く求める必要がある． 
図 3 は本装置における粘度測定の原理を示して

いる．冷媒が細管に流入および流出する際にはそれ

ぞれ流路縮小および拡大に伴う圧力損失が生じ，差

圧の測定値はそれらの影響が含まれる．本装置のよ

うに長さの異なる 2 本の細管の差圧を測定するこ

とにより流路拡大・縮小に伴う圧力損失の値を測定

値から取り去ることが可能となり，このような測定

手法はタンデム型細管法と呼ばれている．単細管で

の測定の際には，流路拡大・縮小に伴う圧力損失の

値を装置乗数の形で差し引く必要があり，緻密な装

置校正が必要である．図 2 の装置は，冷媒温度調整

に恒温槽を用いており，-40 から 50 ℃ 程度が測定

レンジである．本研究グループは測定部を電気ヒー

ターの中に設置した同原理の装置も所有しており，

200 ℃ 程度までの高温測定が可能である． 
図 4 に熱伝導率測定装置の概略を示す．熱伝導率

はよく知られている非定常細線法を改良したもの

である．一定温度に保たれた長短 2 本の白金細線に

電流を流した際の抵抗値変化に伴う非平衡電位差

を測定し，これを温度応答に換算して熱伝導率を算

出する．粘度測定装置と同様に，本研究グループは

測定可能温度帯が異なる 2 セットの装置を所有し

ており，-40 から 200 ℃ までの熱伝導率データの

取得が可能である．図 5 は測定に用いた加熱電流の

回路図である．冷媒を加熱する白金細線はホイート

ストンブリッジに組み込まれており，わずかな抵抗

値変化を検知できるようにしている．熱伝導率は非

定常法で測定するため，細線へ安定した電流の供給

が必要である．本装置では試験部と同じ電気抵抗を

有するダミー回路にあらかじめ所定の電流を流し

ておき，測定の際には水銀リレーにより回路を切り

替えて試験部へ電流を流す．水銀リレーはチャタリ

ングが発生しにくく，安定した電流の供給が可能で

ある．ただし，現在では水銀リレーの使用・入手は

困難になっており，今後の装置更新の際にはまた頭

を悩ませる必要がある．また，ほとんどの冷媒分子

は極性を持っているため，白金細線を通電加熱する

際に白金細線と金属製測定容器間に分極電圧が発

生し，測定値に大きな影響を及ぼす．測定において

は分極電圧を打ち消す向きに測定容器に電圧をか

け，白金細線と測定容器の電位が等しくなるように

調整を行う必要がある． 
 

４．次世代冷媒の輸送性質の計算モデル 

取得した粘度および熱伝導率の測定データは，予

測計算モデルのパラメータ決定のため用いられる．

本章では REFPROP Ver. 10.0 において粘度および

熱伝導率の算出に用いられている拡張対応状態原

 
図 3 粘度測定の原理 

図 4 熱伝導率測定装置 

 

図 5 ブリッジ回路 
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理について述べる．紙面の都合から本稿では計算手

法の概要のみを紹介する．詳細に関しては文献 
[25] を参照いただきたい． 

拡張対応状態原理（Extended Corresponding State）
とは，計算対象流体の状態が物性値の詳細が既知で

ある参照流体のどの状態に対応するかを算出し，参

照流体の対応状態における粘度・熱伝導率の計算結

果を計算対象流体に換算して求めるものである．具

体的には，計算対象流体の密度 𝜌  および温度 𝑇 
から，参照流体の対応密度 𝜌଴ および温度 𝑇଴ を下

式 (2) および (3) により求める． 𝑎௥ሺ𝜌,𝑇ሻ = 𝑎଴௥ሺ𝜌଴,𝑇଴ሻ (2) 

𝑍ሺ𝜌,𝑇ሻ = 𝑍଴ሺ𝜌଴,𝑇଴ሻ (3) 

ここに， 𝛼௥ および 𝑍 はそれぞれ無次元比ヘルム

ホルツ自由エネルギーの実在気体項および圧縮因

子である．参照流体の粘度は下式により求める． 𝜂ሺ𝜌଴,𝑇଴ሻ = 𝜂∗ሺ𝑇଴ሻ + Δ𝜂ሺ𝜌଴,𝑇଴ሻ (4) 

式(4)における 𝜂∗ および Δ𝜂 はそれぞれ希薄気

体項および残余項である．希薄気体項は 𝜌଴ → 0 の
極限における粘度で定義され，温度のみの関数であ

る．式(4)により得られる Δ𝜂ሺ𝜌଴,𝑇଴ሻ の値を，下式

(5)により計算対象流体の Δ𝜂ሺ𝜌,𝑇ሻ に換算する． 𝛥𝜂ሺ𝜌,𝑇ሻ = 𝛥𝜂଴൫𝜌଴,௩,𝑇଴൯𝐹ఎሺ𝜌,𝑇ሻ 𝜌଴,௩ሺ𝜌,𝑇ሻ = 𝜌଴,ሺ𝜌,𝑇ሻ𝜓ሺ𝜌,𝑇ሻ (5) 

ここに， 𝐹ఎሺ𝜌,𝑇ሻ は参照流体の温度および密度を

基準とした参照流体の換算温度および換算密度の

関数であり， 𝜓ሺ𝜌,𝑇ሻ はフィッティングパラメー

タを係数とした密度および温度の多項式であり，実

験で得られた粘度データを用いてパラメータを決

定する．得られた計算対象流体の残余項 Δ𝜂ሺ𝜌,𝑇ሻ 
を用いて式(4) を計算し，粘度を求める．粘度の実

験データがない場合においても，良い状態方程式が

あれば式(2) (3) により参照流体の状態を求めるこ

とができ， 𝜓ሺ𝜌,𝑇ሻ = 1 として参照流体の粘度から

計算対象流体の粘度を求めることができる．このよ

うな場合におけるREFPROPの輸送性質の計算不確

かさは最大で ±20 % 程度である． 
熱伝導率も粘度と同様の手法で計算することが

できるため割愛し，注意点のみ述べる．熱伝導率の

希薄気体項の算出には粘度の希薄気体項が必要で

ある．また，流体の熱伝導率は臨界点および擬臨界

点近傍で急激に上昇する特性を有しており，熱伝導

率の計算には臨界補正項が存在するが，（擬） 臨界

点近傍の熱伝導率データの取得は前述の特性から

極めて困難である．臨界補正が必要な状態は限られ

ており，利用頻度もそれほど多くないため，臨界補

正項は通常，理論計算値 [26] を用いて算出されて

いる．パラメータ補正の効果の一例として，図 6 お

よび 7 にそれぞれ補正前後の液熱伝導率の測定値

と計算値の比較を示す．流体は HFE-356mmz であ

る． 
図 6 は ECS モデルにおいて 𝜓ሺ𝜌,𝑇ሻ = 1 とした，

熱伝導率の測定値を一切用いずに算出された計算

結果であり，図 7 は測定データを用いて 𝜓ሺ𝜌,𝑇ሻ に

 

図 6 測定値と計算値（補正前）の比較 
 

 
図 7 測定値と計算値（補正後）の比較 
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よる補正を行った計算値である．実験データの利用

により計算値の実験値との偏差は大幅に改善され

ていることが確認できる．特筆すべきは図 6 の結果

であり，ECS モデルによる理論計算値は測定値と

10％程度しか偏差はない．冷媒の種類にもよるが，

ECS モデルの適用により，例え実験データが全くな

い理論計算値でもそれなりに有用な結果が期待で

きる． 

 

５．まとめ 

本稿では，次世代冷媒の輸送性質の測定状況，測

定手法および予測計算モデルについて，本研究グル

ープの取り組みについて概説した．今後の測定およ

び予測計算モデルの発展により，日本が提案する冷

媒が広く利用されることを期待する． 
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この度，米国機械学会（ASME）より Heat Transfer 
Memorial Award-Science を受賞いたしました．まず

初めに，本受賞に際して推薦状など多大なご支援

をいただきました須賀一彦会長，石塚勝元富山県

立大学学長，岩城智香子日本機械学会会長に厚く

お礼申し上げます．受賞は本来個人的なことなの

ですが，推薦（応募）から受賞に至る経緯を記し

ておくことは，多少なりとも未来の受賞者への参

考になるのではと考えて，本稿の執筆をお引き受

けすることにいたしました． 
本賞は，1959年にASMEのHeat Transfer Division

（HTD）に創設された賞で，現在は Science, Art, 
General の 3 つのカテゴリーに分かれています．本

会に例えるなら，学術賞，技術賞，貢献賞でしょ

うか．我が国からは，これまで東工大の森康夫先

生（1982 年），中山恒先生（1992 年）が受賞され

ており，私が 3 人目となります． 
昨年 7 月末に，ロチェスター工科大学の Satish G. 

Kandlikar 教授から，同賞に推薦してあげるから応

募書類を整えるようにとのメールが届きました．

それで 8 月に推薦状を書いていただけそうな方の

リストと Nomination Form の原案を Kandlikar 教授

にお送りしました．最終版は見ておりませんが，9
月に ASME の WEB に書類一式をアップロードし

ていただいたようです． 
今年の 4 月になって HTD 表彰委員長の Raj 

Manglik 教授と事務局から受賞決定のメールが届

きました．授賞式は 7 月 8～10 日に Denver で開催

される Summer Heat Transfer Conference（SHTC）の

Award Luncheon で行われるとのことでしたので，

急遽旅行の手配をして出席することにしました． 
 4 月下旬には Manglik 教授から SHTC で開催さ

れる故 Arthur Bergles 教授の生誕 90 年シンポジウ

ムでの講演，6 月初旬には，また同教授から SHTC
の Plenary Lecture の依頼がありました．Plenary の

依頼が開催の 1 か月前？とビックリしましたが，

これもお引き受けすることにしました． 
 Award Luncheon では他の受賞者とともに

Division Chair の Milind Jog 教授から盾と賞状（写

真 1～3）を頂戴し，受賞スピーチを行いました．世

話になった方々への感謝とともに，相変化現象に関

するジョークを披露したのですが，ウケはイマイチ

で大変残念な結果となりました．晴れの席では日頃

慣れないことはやめた方がいいみたいです． 
 今回の受賞で一番感じたことは，「持つべきもの

は親しい友人」の一言に尽きます．Kandlikar 教授，

Manglik 教授など自分の研究を理解して評価して

くれる多数の友人のサポートが受賞の決め手とな

ったことは間違いありません． 
残念なことに 8 月末に Manglik 教授の訃報が届

きました．体調がよくないと聞いてはいましたが，

こんなに早く亡くなるとは思ってもみませんでし

た．彼は日本の伝熱コミュニティとの関係を常に

気にかけてくれていたので，まことに残念でなり

ません．ご冥福をお祈りしたいと思います． 
最後に改めてご支援いただいた方々に厚くお礼

申し上げます．どうもありがとうございました． 

 
写真 1 授賞式の様子   写真 2 盾と賞状 

 
写真 3 他の賞の受賞者との記念撮影 

ASME Heat Transfer Memorial Award-Science を受賞して 
On Receiving ASME Heat Transfer Memorial Award-Science 

高田 保之（九州大学） 
Yasuyuki TAKATA (Kyushu University) 

e-mail: takata@mech.kyushu-u.ac.jp 
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１．はじめに 

産学交流委員会では毎年，産学交流事業の一環と

して，企業技術者等の実務に直結したテーマで講習

会を開催しています．今年度は「計測技術 ～温度

計測と熱物性計測～」と題して企画し，11 月 4 日

に開催しました [1]．東京両国 KFC ホール 2nd で

のオンサイトと，Webex でのオンラインのハイブリ

ッドとし，44 名の方に参加登録頂き（オンサイト

25 名，オンライン 19 名），盛況のうちに終了しま

した．本稿では，その概要について報告いたします． 
 

２．本講習会の構成 

今年度，新たな試みとして講演会を２部制にし，

「温度計測」と「熱物性計測」の双方を学べるコー

スとしました．また，座学だけでなく，実製品を知

る機会として，ミニ展示会を開催しました．具体的

な構成は以下の通りです． 
 
第一部 温度計測 
(1) 温度計測概論 
(2) 放射温度計の正しい使い方 
(3) 熱電対の正しい使い方 
(4) データロガーによる温度計測 
総合討論 
 
第二部 熱物性計測 
(5) 熱物性計測概論 
(6) 微小材料と薄膜材料の熱物性の測定方法 
(7) DSC を用いた熱容量測定 
ミニ展示会 
総合討論 
 

 
３．各講演の概要 

第一部では，最初に，「温度計測概論」と題して，

産学交流委員長の西が，温度計測で使用されるセン

サの種類について，昨年までの本講習会でのご講演

内容も紹介しながら，説明しました（図 1）． 
第一部の 2 件目は，防衛大学校・中村元教授に

「放射温度計の正しい使い方」と題して，ご講演頂

きました（図 2）．冒頭では，小型の放射温度計（赤

外線カメラ）による実演を交え説明頂きつつ，放射

温度計の測定原理から正しい温度を測定するため

のトピックについて解説頂きました． 
第一部の 3 件目は，名古屋工業大学・保浦知也准

教授に「熱電対の正しい使い方（図解で学ぶ熱電回

路の動作原理と測定誤差要因）」と題して，ご講演

頂きました（図 3）．図解を用いて，熱電対の測定原

理から，測定誤差に関するトピックについて解説頂

きました． 
第一部の 4 件目は，日置電機株式会社・中村倖氏

に，「データロガーによる温度計測 ～熱電対の利

用にあたって～」と題して，ご講演頂きました（図 
 

 

図 1 産学交流委員長・西（足利大学） 

日本伝熱学会主催 講習会 開催報告 

「計測技術 ～温度計測と熱物性計測～」 
Report on the Lecture “Measurement Technology  

— Temperature Measurement and Thermal Property Measurement —” 

企画部会産学交流委員会：西剛伺（足利大学），羽鳥仁人（ベテル），坂本明洋（日本製鉄）， 
小林健一（明治大学），小針達也（日立製作所），有賀善紀（KOA） 

 
Koji NISHI (Ashikaga University), Kimihito HATORI (Bethel), Akihiro SAKAMOTO (Nippon Steel), 

Kenichi KOBAYASHI (Meiji University), Tatsuya KOBARI (Hitachi) and Yoshinori ARUGA (KOA) 
e-mail: nishi.koji@g.ashikaga.ac.jp 
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4）．実際の熱電対を用いた測定にあたっての注意点

や誤差要因を，実測，シミュレーション結果ととも

にお示し頂くとともに，データロガー使用にあたっ

ての注意点について解説頂きました． 
第二部では，最初に，「熱物性計測概論」と題し

て，産学交流委員の株式会社ベテル・羽鳥委員が熱

伝導率の定義と熱伝導率，熱拡散率，熱浸透率の違

い，熱伝導率測定法の分類と概要について説明しま

した（図 5）． 
第二部の 2 件目は，産業技術総合研究所・八木貴

志先生に「微小材料と薄膜材料の熱物性の測定方法」

と題して，ご講演頂きました（図 6）．定常法による

熱伝導率測定，非定常法による熱拡散率測定につい

て，その特徴とともに解説頂くとともに，グラファ

イトシートやリュウグウ粒子，放熱材料で使用され

るフィラーの測定事例についてご紹介頂きました． 
第二部の 3 件目は，ティー・エイ・インスツルメ

ント・ジャパン株式会社・前田美奈子氏に「DSC を 
 

 
図 2 防衛大学校・中村元教授 

 

 
図 3 名古屋工業大学・保浦知也准教授 

用いた熱容量測定：原理から測定のポイントまで」

と題して，ご講演頂きました（図 7）． 
上記のご講演後，新たな試みとして，講師所属企

業 3 社（日置電機，ベテル，ティー・エイ・インス

ツルメント・ジャパン）によるミニ展示会を開催し 
 

 
図 4 日置電機株式会社・中村倖氏 

 

 
図 5 産学交流委員・羽鳥委員（ベテル） 

 

 
図 6 産業技術総合研究所・八木貴志先生 
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ました（図 8）．ご講演で解説頂いた装置の実製品

やパネルを展示頂き，対面聴講者と個別に議論を行

って頂きました． 
第一部，第二部ともに，総合討論の時間を設け，

聴講者から頂いた質問に対して，講師の先生方から

丁寧にご回答頂きました（図 9）． 
 

４．おわりに 

産学交流委員会では，本学会の産学交流を促進す

るための各種イベントを検討中です．本講習会はそ

の一環として，来年度もハイブリッド開催に向け準

備を進めて参ります．開催内容についてご希望があ

ればご連絡頂ければ幸いです．最後に，講師の皆様

にはご多忙中のところ，資料作成含め，ご講演頂き，

誠に有難うございました．また，ミニ展示会にご対

応頂いた各社関係者様に御礼申し上げます．参加者

の皆様におかれましても，ご多忙中のところご聴講，

議論頂き，ありがとうございました．紙面をお借り

して，厚く御礼申し上げます． 
 

リンク 

[1] 日本伝熱学会, “日本伝熱学会主催講習会「計測

技 術 ～ 温 度 計 測 と 熱 物 性 計 測 ～ 」 ”, 
https://www.htsj.or.jp/committee/lecture/20251104k
eisokugijutsu/ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 7 ティー・エイ・インスツルメント・ジャパ

ン株式会社・前田美奈子氏 
 

 
図 8 ミニ展示会の様子 

 

 
図 9 総合討論の様子 
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１．はじめに 

みなさんは子供のころに「アンパンマン」のテ

レビや映画を見たことがあると思います．本コラ

ムの紹介者である昭和世代も，子育て中に「アン

パンマン」を見ています．折しも昨年 3 月～9 月

に放映された NHK の「朝ドラ」では，アンパン

マンの作者であるやなせたかし夫妻を題材とした

ドラマを連載していました． 
やなせたかしが作詞した歌で，「手のひらを太陽

に」という歌があります．そこに「手のひらを太

陽に すかしてみれば まっかに流れる 僕の血

潮」という歌詞があります．著者の山田幸生氏は，

この一節に興味を持ち「なぜ手のひらを太陽にか

ざすと赤く見えるのか？」を端緒として本書を執

筆しています．このコラムでは，光の伝播と生体

工学を結び付けた本書について紹介します． 
本書は，生体医用光学の研究者だけでなく，ふ

く射伝熱に携わる熱工学研究者や，医工学全般に

携わる研究者・技術者に有用な示唆を与える入門

書と言えるでしょう． 
 

２．本書の内容 

著者は，まず上記の歌詞から 3 つの疑問を提起

します． 
①「指がボーッと赤く輝く」のはなぜ？ 
②「血管の影はみえるが骨の影は見えない」のは

なぜ？ 
③「縛ると指先の赤色が少し暗くなる」のはなぜ？

この疑問に対して，光伝播の観点から科学的な解

答を与えることによって，読者に光学の生体応用

への理解を深めています． 
 著者は，このほかにも静脈が青く見える理由や

皮膚がふやけるとなぜ白っぽく見えるのかなど，

私たちが当然のこととして考えていることに明快

な説明をしています．さらに，空はなぜ青く偏光

しているのか，雲が白いのはなぜか，植物はなぜ

緑色なのかなど，身近な物理現象を光学の視点か

ら明らかにしています． 
 次に，現在ではスマートウォッチに搭載されて

いる血中酸素濃度を計測するパルスオキシメータ

ーをはじめ，眼科の標準となった光干渉断層撮影

（OCT），近赤外分光法（NIRS），光 CT と呼ばれ

る近赤外光トモグラフィなどの最新の光診断技術

について紹介しています． 
 さらに，実現が大いに期待され，世界中で数十

年にわたって研究開発されているにもかかわらず，

実用化のめどが立っていない「非侵襲血糖値測定

法」について触れ，科学的原理の解明とその技術

展開の間に横たわる大きなギャップも垣間見せて

くれます． 
 

 ３．本書のバックグラウンド 

 著者の山田幸生氏は，若いころカリフォルニア

大学に留学して C.L. Tien 教授のもとで研究した

経緯があります．この頃，熱工学分野では固気混

相流の研究が盛んでした．山田氏は，固気混相伝

熱の主要素である光散乱微粒子群のふく射伝播に

関する研究に携わっていたと推察されます．この

研究から，同じ光散乱媒体である生体の光伝播研

究に興味を持ったことは想像に難くありません． 
 研究テーマは突然出現するものではなく，これ

まで研究者が培ってきた学問との連続性の上に立

脚します．このような視点から本書を読むと，新

たな魅力が感じられます． 
 本書は，身の回りの疑問を解決し，最先端の光

計測技術を知るだけでなく，新しい分野に挑戦す

る若い研究者の指針となるものと言えるでしょう． 
 

参考文献 

[1] 山田幸生，診断技術のための生体医用光学入

門：近赤外光で身体を診るヘルスケアテック，

東京大学出版会，(2025). 
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Yukio Yamada, Introduction to Biomedical Photonics for Diagnostic Technologies: 
Healthcare Tech using Near-Infrared Light for Examining the Body: Referral 

圓山 重直（東北大学） 
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本会主催行事 
開催日 行事名 申込締切 原稿締切 問合先／ウェブサイト 

 
 
本会共催，協賛行事 

開催日 行事名 申込締切 原稿締切 問合先 
2026 年 
1 月 
2026 年 1 月 15 日

(木) 
第 45 回 可視化フロンティア「PIV 
講習会 2026 

2026 年 1 月 9
日(金)  

可視化情報学会 
東京電機大学 染矢 聡 
E-mail:some@mail.dendai.ac.jp/16345@ms.dendai.ac.jp 

5 月 
2026 年 5 月 16 
日（土）～17 日
（日） 

第 68 回理論応用力学講演会 /第
29 回応用力学シンポジウムに併催

開催 

2025年12月20
日（土） 

2025年12月20
日（土） 

公益社団法人 土木学会 研究事業課 杉野 詞音 
〒160-0004 東京都新宿区四谷一丁目外濠公園内 
TEL：03-3355-3559 E-mail：sugino@jsce.or.jp 

6 月 

2026 年 6 月  16
日(火)、23 日(火)  

第 46 回 可視化フロンティア「PIV 
講習会 2026-2 

2026 年  6 月 
8 日(月)  

可視化情報学会 
東京電機大学 染矢 聡 
E-mail:some@mail.dendai.ac.jp/16345@ms.dendai.ac.jp 
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第 63 回 日本伝熱シンポジウム研究発表論文募集 

 
第 63 回 日本伝熱シンポジウム実行委員会 

  委員長 戸谷 剛 
  幹 事 植村 豪 

 
開催日：2026 年 5 月 26 日（火）～28 日（木） 
会 場：札幌コンベンションセンター（https://www.sora-scc.jp/） 

所在地 〒003-0006 札幌市白石区東札幌 6 条 1 丁目1-1 電話番号 011-817-1010 

アクセス 札幌市営地下鉄 東西線「東札幌」駅から徒歩約 8 分 
 （https://www.sora-scc.jp/access/) 
 
講演申込締切：  2026 年 1 月 23 日（金） 
講演論文原稿提出締切： 2026 年 3 月 13 日（金） 
早期参加申込締切： 2026 年 4 月 17 日（金） 
ホームページURL：https://pub.confit.atlas.jp/ja/event/htsj2026 
 
【シンポジウムの形式】 
 講演発表形式は下記の通りです． 

a) 一般セッション（口頭発表） 
b) オーガナイズドセッション（口頭発表） 
c) 学生および若手研究者を対象とする優秀プレゼンテーション賞セッション 

 講演あたりの割当時間は，一般セッションでは 15 分（発表 10 分，個別討論 5 分）で，各セッションの最後に

総合討論の時間（5 分×セッション内の講演件数）を設ける予定です．オーガナイズドセッションについては，

オーガナイザーの指示に従って下さい． 
 優秀プレゼンテーション賞セッションについては，本号掲載のお知らせ「優秀プレゼンテーション賞（第 63

回日本伝熱シンポジウム）について」をご参照下さい． 
 
【参加登録費等】 
 参加申込の時期 

早期申込：2026 年 4 月 17 日（金）まで 
通常申込：2026 年 4 月 18 日（土）以降 

 
 シンポジウム参加費 

会員一般（不課税） 早期申込：14,000 円  通常申込：17,000 円 
共催・協賛学会員一般（課税） 早期申込：15,400 円（うち消費税 1,400 円） 

 通常申込：18,700 円（うち消費税 1,700 円） 
非会員一般（課税） 早期申込：18,700 円（うち消費税 1,700 円） 

 通常申込：22,000 円（うち消費税 2,000 円） 
会員学生（不課税） 早期申込：8,000 円   通常申込：9,000 円 
非会員学生（課税） 早期申込：9,900 円（うち消費税 900 円） 

 通常申込：11,000 円（うち消費税 1,000 円） 
※特別賛助会員は 1 口につき 3 名，賛助会員は 1 口につき 1 名，参加登録費が無料です． 
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※名誉会員は参加費が無料です． 
 講演論文集の販売について 

講演論文集のみの販売は致しませんのでご注意下さい． 
 
【意見交換会】 
 開催日：2026 年 5 月 27 日（水） 
 会 場：札幌ビューホテル大通公園（ 〒060-0042 北海道札幌市中央区大通西８丁目） 
 参加費（早期申込締切：2026 年 4 月 17 日（金），それ以降は通常申込） 

一般 早期申込：9,900 円（うち消費税 900 円） 通常申込：13,200 円（うち消費税 1,200 円） 
学生 早期申込：4,950 円（うち消費税 450 円） 通常申込：7,150 円（うち消費税 650 円） 

 
【参加登録と参加費等の支払い方法】 
 参加登録は本シンポジウムのウェブページから行って下さい． 
 参加費等の支払いをもって「参加登録の完了」とします． 
 参加登録および参加費等の支払方法および期限を設定します（詳細はホームページに掲載します）． 
 
講演申込方法，講演論文集，執筆要綱 
【講演申込方法】 
 講演者（登壇者）は，日本伝熱学会会員（ただし，賛助会員と特別賛助会員は除く）に限ります．講演者が日

本伝熱学会会員でない場合は，2026年4月1日時点で会員となるように会員申込と会費納付を行って下さい． 
 ウェブによる申込に限らせて頂きます．本シンポジウムで準備するウェブサイトから必要なデータを入力し

て下さい．ウェブによる申込ができない場合には，実行委員会事務局にお問い合わせ下さい． 
 申込では，一般セッション，オーガナイズドセッション，優秀プレゼンテーション賞セッション（伝熱シンポ

のみ）を選択して下さい．優秀プレゼンテーション賞セッションに申込の場合には，本号掲載のお知らせ「優

秀プレゼンテーション賞（第 63 回 日本伝熱シンポジウム）について」をご参照下さい． 
 講演申込される方は，論文要旨（日本語で 200～250 字）を入力して下さい．講演論文集の抄録として科学技

術振興機構（JST）のデータベースに登録します． 
 講演申込は，講演者 1 名につき 1 題目とさせて頂きます．  
 講演の採否およびセッションへの振分けは，実行委員会にご一任下さい． 
 
【講演論文集電子版】 
 講演論文または講演アブストラクトの原稿を，PDF ファイルで本シンポジウムのホームページから提出して

下さい．講演論文はA4 サイズで 2～6 ページ，講演アブストラクトはA4 サイズで 1 ページとします． 
 講演内容を後日，原著論文として TSE 以外の学術雑誌等に投稿する場合は，二重投稿にならないように，1 ペ

ージの講演アブストラクトを提出することができます． 
 講演論文集として電子版のみを発行し，冊子版は発行しません． 
 講演論文集電子版は参加登録サイトの個人ページを介して公開します．なお，参加できなかった日本伝熱学会

員には，講演論文集電子版をネットからのダウンロードを基本として配布します（ダウンロードが困難な会員

は事務局へお申し込み下さい）．賛助会員についても同様の扱いとします． 
 講演論文集電子版はシンポジウム開催日の 1 週間ほど前から参加登録サイト上で公開します．したがって，特

許に関わる公知日はシンポジウム開催日よりも早くなりますのでご注意下さい． 
 伝熱シンポ終了後，一定期間を経て講演論文集電子版の参加登録サイト上での公開を終了します． 
 原稿提出締切日までに提出されない講演論文・講演アブストラクトは，講演論文集電子版に掲載されません． 
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【執筆要綱】 
 下記の①または②を選択して執筆して下さい． 

① 講演論文（一般セッション，オーガナイズドセッション，優秀プレゼンテーション賞セッション） 

② 講演アブストラクト（一般セッション，オーガナイズドセッション，優秀プレゼンテーション賞セッショ

ン） 
 各原稿の書式の詳細ならびにテンプレートは，講演申込サイトにあるテンプレートをご参照下さい． 
 論文表題および著者名は，講演申込時のデータと同じものを同じ順序で書いて下さい．講演申込時のデータと

異なる場合には，目次や索引に反映されないことがあります． 
 PDF ファイル作成のためのファイル変換時には，「フォントの埋め込みを行う」を設定して下さい．提出前に

必ず，返還後の PDF 原稿を印刷して確認して下さい． 
 
【ご注意】 
 講演論文の原稿提出締切後の講演申込の取消しおよび講演論文原稿の差替えは，シンポジウムの準備と運営

に支障をきたしますのでご遠慮下さい． 
 講演申込は共著者の許可を得てから行って下さい． 
 論文題目と著者名が，講演申込時と論文提出時で相違しないように特にご注意下さい． 
 口頭発表用として実行委員会事務局が準備する機器は，原則としてプロジェクタのみとさせて頂きます．パー

ソナルコンピュータは各自ご持参下さい． 
 参加登録費，意見交換会参加費等の返金については，学会の規定に沿って行います． 
 本シンポジウムに関する最新情報については，随時更新するホームページでご確認下さい． 
 
【お問い合わせ先】 

第 63 回 日本伝熱シンポジウム実行委員会事務局 
（北海道大学 大学院工学研究院 機械・宇宙航空工学部門 内） 
E-mail： sympo2026@htsj.or.jp 
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第 63 回日本伝熱シンポジウムでは，下記の要領で，若手研究者および学生を対象とした優秀プレゼンテー

ション賞セッションを設けます．日頃の研鑽の成果を披露するチャンスとして，奮ってご応募下さい． 
 
開 催 日：令和 8 年 5 月 26 日（火） シンポジウム第 1 日 
発 表 形 式：発表者 1 名あたり，発表内容をまとめたポスタープレゼンテーションを行う形式をとる予

定です． 
対 象：企業・大学・研究機関等の技術者・研究者で，令和 8 年 4 月 1 日現在で 28 歳以下の方． 
応 募 資 格：発表者は日本伝熱学会の会員（正会員・学生会員）に限ります．発表者が日本伝熱学会会

員でない場合は，早期参加申込締切までに会員申込と会費納付を行ってください．なお，

本セッションで発表する方は，応募資格を必ず満たす必要があります．また，過去に本賞

を受賞された方は応募することはできません． 

応 募 件 数：大学に所属する学生の場合：指導教員（同じ所属大学に限る）あたり 1 名（1 件） 
大学以外の研究機関，企業に所属する場合：研究グループあたり 1 名（1 件） 
とします． 

応 募 方 法：第 63 回日本伝熱シンポジウム発表申込時に，本誌掲載の講演申込方法に従って，“優秀プ

レゼンテーション賞”を選択し，“指導教員または研究グループ長等”を入力してください．

なお，講演論文原稿の様式については一般セッションと同様のものとします． 
審査・選考方法：複数名の審査員による評価に基づいて選考し，受賞者を決定します． 
表 彰：受賞者はシンポジウム第 2 日の学会総会で表彰されます． 

 

優秀プレゼンテーション賞（第 63 回日本伝熱シンポジウム）について 

日本伝熱学会 優秀プレゼンテーション賞委員会 
委員長 櫻井 篤  
幹 事 西田 耕介 



 

編集出版部会からのお知らせ 

一各種行事・広告などの掲載についてー 
 

インターネットの普及により情報発信・交換能力の比類ない進展がもたらされました．一方，ハー
ドコピーとしての学会誌には，アーカイブ的な価値のある内容を手にとって熟読できる点や，一連の
ページを眺めて全貌が容易に理解できる点など，いくら電子媒体が発達してもかなわない長所がある
のではないかと思います．ただし，学会誌の印刷・発送には多額の経費も伴いますので，当部会では
このほど，密度のより高い誌面，すなわちハードコピーとしてぜひとも残すべき内容を厳選し，イン
ターネット（HP：ホームページ，ML：メーリングリスト）で扱う情報との棲み分けをした編集方針 
を検討いたしました． 
この結果，これまで会告ページで取り扱ってきた各種行事・広告などの掲載につき，以下のような

方針で対応させていただきたく，ご理解とご協力をお願いする次第です． 
 

 

対 象 対 応 
具体的な手続き 

（電子メールでの連絡を前提としています） 

本会（支部）主

催による行事 
無条件で詳細を，会誌と

HP に掲載，ML でも配信 

申込者は，記事を総務担当副会長補佐協議員（ML 担
当），広報委員会委員長（HP 担当）あるいは編集出版部会

長（会誌担当）へ送信してください． 
関係学会や本会
会員が関係する
組織による 
国内外の会議・
シンポジウム・
セミナー 

条件付き掲載 
会誌：1 件当たり 4 分の l ペ

ージ程度で掲載（無料） 
HP：行事カレンダーに掲載

しリンク形成（無料） 
ML：条件付き配信（無料） 

申込者は，まず内容を説明する資料を総務担当副会長補佐

協議員に送信してください．審議の結果，掲載可となった

場合には総務担当副会長補佐協議員より申込者にその旨通

知しますので，申込者は記事を編集出版部会長（会誌担

当）と広報委員会委員長（HP 担当）に送信してください． 

大学や公的研
究機関の人事
公募（伝熱に
関係のある分
野に限る） 

会誌：掲載せず 
HP：条件付き掲載 （無料） 
ML：条件付き配信（無料） 

申込者は，公募内容を説明する資料を総務担当副会長補佐

協議員に送信してください．審議の結果，掲載可となった

場合には総務担当副会長補佐協議員より申込者にその旨通

知しますので，申込者は記事を広報委員会委員長（HP 担

当）に送信してください．ML で HP に公募情報が掲載され

た情報のみを配信します． 

一般広告 
求人広告 

会誌：条件付き掲載（有料） 
HP：条件付き掲載 

（バナー広告のみ，有料） 

申込者は，編集出版部会長（会誌担当）または広報委員会

委員長（HP バナー広告担当）に広告内容を送信してくださ

い．掲載可となった場合には編集出版部会長または広報委

員会委員長より申込者にその旨通知しますので，申込者は

原稿を編集出版部会長または広報委員会委員長に送信して

ください．掲載料支払い手続きについては事務局からご連

絡いたします．バナー広告の取り扱いについては 
http://www.htsj.or.jp/wp/media/36banner.pdf をご参照下さい． 

 

【連絡先】 
・総務部会長：大宮司 啓文（東京大学）：daiguji@thml.t.u-tokyo.ac.jp 
・編集出版部会長：長野方星（名古屋大学）：mailto:nagano@mech.nagoya-u.ac.jp 
・広報委員会委員長：渡部 弘達（立命館大学）：hirowtnb@fc.ritsumei.ac.jp 
・総務担当副会長補佐協議員：長澤剛（東京科学大学）：nagasawa.t.1752@m.isct.ac.jp 
・事務局 横川和代（学会支援機構）：htsj-office@asas-mail.jp 
【注意】 
・原稿は Word ファイルまたは Text ファイルでお願いします． 
・HP はメンテナンスの都合上，掲載は申込月の翌月，また削除も希望掲載期限の翌月程度の時間遅

れがあることをご了承願います． 
・ML では，原則としてテキスト文の送信となります．pdf 等の添付ファイルで送信を希望される場合

はご相談ください． 
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理事会からのお知らせ 

 

学会誌「伝熱」の完全電子化に関する検討と 

学会論文集「Thermal Science and Engineering」の完全電子化について 

 

 日本伝熱学会は，学会誌「伝熱」および学会論文集「Thermal Science and Engineering」の印刷・発送を通

じて，会員の皆様に研究成果ならびに学会活動に関する情報を継続的に提供してまいりました．しかしなが

ら，近年の学会財政を巡る状況は一層厳しさを増しており，印刷・発送に要する経費は学会運営上，無視で

きない負担となっております．学会としては，限られた予算を学会運営体制の強化，シンポジウム・講習会

の充実，国際活動の推進，オンラインコンテンツの拡充等，優先度の高い事業へ重点的に配分する必要がご

ざいます． 

 加えて，インターネット環境の普及と高度化に伴い，多くの会員が電子ジャーナルや PDFを用いて論文・

記事を閲覧することが一般化しております．タブレット端末やノート型パーソナルコンピュータ等により，

学会誌・論文集を場所や時間に制約されず閲覧できる環境が確立されつつあり，他学会においても同様の完

全電子化への移行が進展しております． 

これらの状況を総合的に勘案し，学会論文集「Thermal Science and Engineering」については，従来より学

会誌「伝熱」と合体して編集・出版してまいりましたが，次回発行号からは完全電子化（印刷版を発行しな

い形態）へ移行することを決定いたしました．電子版は従来通り，科学技術振興機構が運営する電子ジャー

ナルプラットフォーム J-STAGE上に掲載し，学会ホームページからもアクセスできる体制を引き続き維持し

てまいります． 

 さらに本学会では，学会誌「伝熱」についても，将来的に完全電子化（原則として印刷版を発行しない形

態）することを視野に入れ，来年度の時期の頃合いを見ながら，適切な移行時期や移行方法を検討していま

す．現時点では検討段階であり，具体的な移行時期や方法，移行期間中の取り扱いについては，今後，理事

会および関係委員会において慎重に協議のうえ決定いたします． 

 完全電子化後も，学会誌・学会論文集としての学術的アーカイブ性を従来どおり確保し，学会ホームペー

ジおよび電子アーカイブシステム等を通じて，長期的に安定した閲覧・参照が可能となるよう，適切な運用

体制を構築してまいります． 

 「Thermal Science and Engineering」の完全電子化および「伝熱」の完全電子化に向けた検討の詳細な方針

やスケジュールが固まり次第，あらためて学会誌および学会ホームページ等を通じてご報告いたします． 

会員各位におかれましては，本決定の趣旨をご賢察のうえ，学会運営および学会誌・学会論文集の持続的

発展のため，何卒ご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます． 

 

日本伝熱学会 会長 須賀一彦 

TSE チーフエディター 鈴木雄二 
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Thermal Science and Engineering（TSE：日本伝熱学会論文集）投稿規程 
                                    
１．論文内容： 熱科学・工学分野の論文で，以下の特色を有するものを対象とします． 

(1)独創性のあるオリジナル論文 
(2)未発表のプログラムの主要部分を掲載した数値解析論文 
(3)新計測法，データ処理手法を再現可能なように記載した論文 
(4)熱科学・工学に係わる論文で他の論文集では掲載され難い特異的な論文 
(5)生データを記載した有用な実験研究結果 
(6)良く整理された Review 論文 
(7)その他，エディターが熱科学・工学分野の進展に寄与すると認めた論文 

 
２．言語：日本語又は英語 
 
３．投稿資格：特に制限を設けない． 
 
４．掲載論文の種別と長さ 

(1)原著論文：著者の原著であって，一般への公開刊行物に掲載済みまたは投稿中でない論文． 
但，本学会主催のシンポジウム等に発表した論文は，原著論文として投稿出来ます．また，本学会以

外でも，配布の限定された国内外のシンポジウム等の論文集，紀要，広報誌等に掲載された論文に新

たな結果や考察を付け加えた場合も，同じ扱いとします． 
論文の長さは，最低２頁以上とし，最大頁は定めず，読者に充分内容が伝わるために必要と認められ

る頁数とします． 
(2)ショートノート：原則として４頁以下で，速報的に研究成果を公表するもの． 
(3)一般論文・記事：論文に関する討論及びコメントや，研究に関する記事，すでに他の刊行物に掲載され 

た論文等を必要に応じて掲載するもの．長さはとくに定めず，必要と認められる頁数とします． 
 
５．著作権：原著論文の著作権は，本会に帰属させ，本会の著作権規程に従って取り扱います．ただし著 

者が将来自らの学術的著作物に用いる場合には，本会が制約を加えることは，原則としてありません（本 
会著作権規定をご参照下さい）． 
また，本誌に投稿されるいずれの種別の論文・記事においても，著作権を他の学会や機関に委譲して

いる部分については，著者の責任において，掲載許可を取得するものとします． 
 

６．投稿形式および方法： 
論文は MS-WORD により記述し，下記の(1)～(3)のいずれかによって，投稿して下さい． 

(1)原稿と投稿表紙を，査読と刷り上り配置の確認のために，原則として一旦 pdf ファイルの形式で，電子 
 メールに添付して「９．投稿先」に記載のチーフエディターにお送り下さい． 
(2)日本伝熱シンポジウム論文集からの投稿の場合は，シンポジウム論文集の様式によって執筆し，実行委 
 員会の案内に従ってご提出下さい． 
(3)あるいは，原稿のコピー３部と表紙１部をチーフエディターあてに郵送でお送り下さい． 

いずれの場合も，掲載決定後最終的には，TSE の様式に従った原稿の MS-WORD ファイルおよび署名捺

印した投稿表紙を，提出して頂きます． 
投稿規程，投稿表紙，原稿書式（テンプレート）は，本学会のウエブサイト上でホーム→Journals→学会

論文集，にあります．この形式による投稿が出来ない場合は，チーフエディターにご相談下さい． 
 

７．論文掲載料： 無料．（2026 年 1 月号より J-Stage でのオンライン公開のみとなるため，カラーベージも

無料となります．抜き刷りは製作できません．） 
 
８．TSE 編集委員会 

編集委員長（チーフエディター）：鈴木 雄二（東京大学）  
編集委員（エディター）： 

田部 豊（北海道大学），桑原 不二朗（静岡大学），多田 幸生（金沢大学）， 
岩井 裕（京都大学），堀部 明彦（岡山大学），藏田 耕作（九州大学）， 
横峯 健彦（京都大学），大川 富雄（電気通信大学），宮崎 康次（九州大学）， 
千足 昇平（東京大学），保浦 知也（名古屋工業大学），下栗 大右（広島大学）， 
熊野 寛之（青山学院大学） 

幹事：李 敏赫（東京大学）  
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９．投稿先：  

チーフエディター 鈴木 雄二 
〒113-8656 東京都文京区本郷 7-3-1  東京大学 大学院工学系研究科 機械工学専攻 
e-mail：tse@mesl.t.u-tokyo.ac.jp  TEL&FAX  03-5841-6411 

 
以上 
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Thermal Science and Engineering (TSE: Transaction of HTSJ) Submission Guidelines 
                                    
1. Type of paper: An article with either one (or more) of the following category(-ies) in the field of thermal science and 

engineering 
(1) Technically original research paper 
(2) Technically original document of numerical calculation consisting of the major part of unpublished source code 
(3) Technically original document of new measurement or data processing technique with its details to reproduce the 

results 
(4) Technically original research paper on thermal science and engineering in general that may be unique enough to 

be accepted for publication in other journals  
(5) Technically original document of valuable experimental research results with law experimental data 
(6) Well-organized review paper 
(7) Other type of research paper or document that the editor acknowledges the contribution to the progress of thermal 

science and engineering 
 
2. Language: Japanese or English 
 
3. Authorship requirement: No restrictions 
 
4. Categories and length of the article: 

(1) Research paper: Technically original research paper or document of the author(s) that has neither been published 
nor submitted to publicly accessible journal or publication. 

 Research papers presented at symposiums and other meetings of HTSJ (Heat Transfer Society of Japan)’s can be 
submitted as a Research paper. Also, a research paper published in other publication, such as, the proceedings of 
symposium or other meeting except for HTSJ’s, proceedings of university or research institution, newsletter, and 
relevant publication, with limited distribution and public access can be considered in the same manner if the paper 
is amended or modified by adding new research results or discussions. 

 Length of the paper must be prepared so as to sufficiently inform the contents to the readers. It is not shorter than 
2 pages, but is not limited with maximum page number. 

(2) Short note: Less than or equal to 4 pages in general in order to publish the preliminary and quick report of research 
result. 

(3) General paper/article: Other paper or article in general, such as, discussions or comments on other article, article 
on research activity in general, or paper that has already been published in other journals or etc. if it is submitted 
in legally appropriate manner. General paper/article has no length limitation. 
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